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               会           議 

午前１０時 ０分開議 

 

○議長（竹内清二君） おはようございます。 

  出席議員が定足数に達しておりますので、会議は成立いたしました。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  ──────────────────────────────────────────────   

◎一般質問 

○議長（竹内清二君） 昨日に引き続き、一般質問を行います。 

  質問順位４番。１つ、行政施策の重点事業への対応について。２つ、当面の重要課題の推

進について。３つ、広域連携による事業推進について。 

  以上３件について、７番 大川敏雄君。 

〔７番 大川敏雄君登壇〕 

○７番（大川敏雄君） 皆さん、おはようございます。 

  今、議長が紹介していただきました３項目について質問をさせていただきたいと思います。 

  喜寿を迎えましたので若干聞きづらいところが出るかもしれませんが、冒頭ご容赦を願い

たいと思います。 

  平成29年度の施政方針及び予算は、福井市長のもとで初めて策定されたものであります。

下田市長選の法定ビラには、このままの下田で本当によいのですか、皆さんとともに福井が

挑戦しますと、市役所の移転、観光業の衰退、防災の未完成、人口の減少、行政機能の弱体

と、以上の課題を掲げ、取り組みを表明されたわけであります。したがって、この９月定例

会におきましては、施政方針に述べられた施策のうち、重要課題について、その執行状況と

今後の対応についてお尋ねをしたいと思います。 

  まず第一に、行政施策の重点事業の対応でございますが、この点について三本の柱を打ち

出しております。１つは人口減対策、２つには経済再生化対策、そして、３つ目は防災対策

であります。 

  そこで、まず第一に、人口減の対策についてでございますが、この人口の推移を振り返っ

てみますと、下田が市制施行したのは昭和46年４月であります。このときに人口は３万681

人いました。そして、昭和50年には、私が市会議員になった年でございますが、３万1,700

人、これがピークでありました。その後の推移をおおむね見てみますと、平成元年まで大体
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12年間に毎年100人ずつ減りました。また、平成15年までには、約15年間ですが200人ずつ減

っております。そして、平成25年までの10年間は、300人ずつ人口が減っているわけです。

とりわけ、平成27年６月から28年の１年間を見ますと、472人減っています。加えて、28年

６月から29年６月の１年間を見てみますと、448人減っているわけです。おおむね平均して

460人ぐらい実は減っているわけです。 

  この推移を見ますと、今推定されております2040年、あと20年弱でございますけれども、

１万5,000人に減ってしまうのではないかという危機感があります。人口減対策が実に、私、

長年議員をやっておりますが、大変難しい課題であります。 

  そういう中で、今回、この施政方針に企業誘致の具体的な支援の策定と施策の推進をした

い、こういうことが明記されているわけです。そこで、この具体的な本年の検討状況、ある

いは施策の策定の見通しについて、まず第１点目、質問いたします。 

  それから、２点目には人口減対策ですが、いわゆる合計特殊出生率の向上のために出産、

育児、医療及び教育の支援の拡充の施策を推進することが大事であります。福井市長の就任

以来、現在のこの点についての取り組みは、私は高く評価をするものであります。ご承知の

とおり、平成28年度におきましては、中学校まで医療の無料化を図りました。また、29年度

の当初予算には、不妊治療の治療費の助成の拡充、あるいは結婚新生活の支援事業、さらに

は、育児用品の購入費の助成という予算措置をしております。 

  また、加えて、６月には、実は放課後の児童健全育成事業の実施要項を改正いたしまして、

放課後の児童クラブの保育料の減免措置をしておるわけであります。そして、ご承知のとお

り、今回の９月議会におきましては、一切条件をつけないで、いわゆる保育料、幼稚園を２

子目には半額にしようと、そして３子についてはいわゆる無料化を図ると、こういう上程が

されているわけであります。 

  そういう中で、私は、実は下田の議会だよりも第55号、27年８月に発行したわけですが、

私の思う地方創生ということで、全員の議員がその施策を出されました。私はそのときに、

中学校までの医療の無料化、そして放課後児童の保育料の減免、また教育保育料のこの減免、

２子半額あるいは無料化について書いております。加えて、そのときに書いたのは５項目あ

りまして、その足りない分について質問をしたいと思います。 

  第３子以降でございますが、地域の宝出産祝い金を当時は30万支給したらどうだと、確か

に国保では40万4,000円、出産手当は出ておりますが、そうしたらどうだという提案をさせ

ていただきました。しかし、金額は、私はちょっとオーバーだったなと思います。10万円程
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度でいいと思いますが、いわゆるこの合計特殊出生率向上のためには、出産、育児、医療及

び教育のこの支援拡充が絶対的に必要だと、そういう中にあって、実は、この周りの周辺の

町は全部、東伊豆町は20万、河津は10万と、このようなことで、５町は全部出産祝い金を出

しているわけです。 

  ご承知のとおり、100歳になると市長はそちらに行って、大変おめでとうございますと、

こうなる。一方、やっぱり３子の子供を産んだ家庭においては、今回ご承知のとおり、この

福祉事務所長、女性になりましたので、とりわけこの出産祝い金10万を、３番目が生まれた

ら、それを訪問して、はい、おめでとうございますというきめ細かい配慮があって、私はし

かるべきであろうし、また女性の幹部としては、これは最も大事な施策だと思いますが、こ

れはいかがでしょう。実行すべきと思いますが、当局の見解を聞きます。 

  それともう一つ、そのときに出しましたのは、３子以降の幼稚園などの給食費を免除しろ

と、３子目を、こういう提案もそのときにしました。これについては、一応現段階で、もし

やるとしたら対象児童はどのぐらいだと、金はどのぐらいかかるんだということについての

答弁をいただきたいと思います。 

  それから、２番目に経済活性化対策です。この中で、施政方針の中でオリーブのまちづく

りの事業があります。29年、本年の３月、オリーブのまちづくりを推進するため、平成33年

までの推進計画を当局は策定いたしました。平成29年、本年度の予算には、まちづくりの推

進体制、まちづくりのＰＲ、あるいは試験農園の整備、あるいは植栽や栽培の普及等々の推

進事業を踏まえて1,200万円の予算を計上しております。 

  そして、この事業は福井市長の地域経済活性化に向けた目玉事業といっても過言でないと

思います。明政会におきましては、実は議会が終わって３月29日、本事業に当たっては慎重

に対応すべきだという文書を当局に出しました。さらには、７月12日、進士為雄議員、橋本

議員、私、３名が県内の掛川市を行政視察させていただきました。 

  そういうことを踏まえて提案をいたします。 

  まず、この推進に当たって一番大事なのは、国の地方創生推進交付金の対象事業に採択さ

れることが大事であります。採択されれば、国の予算が約事業費の２分の１が出るわけです。

しかも、総合戦略の期間は、ご承知のとおり、平成31年までです。ぜひこれをやると、推進

するという決意があれば、やっぱり国のこの補助金の採択を受けるという積極的な姿勢が大

事だと思いますが、やる意思があるのかどうなのか。 

  それから、２点目には、オリーブを推進する場合には組織の構成が大事であります。実働
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部隊として産地化に向けた事業を推進する必要性があります。この掛川市におきましても、

農協や栽培農家、あるいは商工会議所、消費者協会、医療機関、福祉施設、さまざまな組織

を構成して、そして力強くこれを推進しようという体制を組んでおります。したがって、当

市におきましても、これは早急にこの実働部隊の組織体制を構成するということが大事だと

思います。 

  ３点目には、このオリーブのまちづくり事業の本年度予算1,200万円、そのうち、今日ま

での執行状況と今後の見通しについてお尋ねいたします。 

  それから、経済活性化について、28年度に取り組んだ事業の推進状況というのが施政方針

にあるわけです。その中で２点質問します。 

  トライアスロンの大会誘致事業をやろうというのは、市長、本会議で宣誓、述べました。

その後、さっぱり見えないんですが、その後の対応はどうしましたか。 

  ２つ目には、ホストタウンの指定登録への取り組みについてお尋ねいたします。 

  ホストタウン構想の目的は、2020年東京五輪パラリンピック選手と自治体との交流を促す

目的があるわけです。これを指定されると、国から大体半額補助が出ます。７月７日、第４

次の登録を見ますと、全国で179件登録がされております。県内では11市、三島市以下11市

がこの登録済みになっております。そういう意味で、いわゆるこの28年の事業の推進に当た

って、２つのことについて継続して取り組みますよとうたっているわけでありますが、この

状況についてお尋ねします。 

  ３点目には、防災対策です。 

  防災対策でこれは施政方針にありませんが、今後大変重要な課題だと認識して質問いたし

ます。それは、同報無線の改修事業への対応であります。当市の同報無線は改正前の無線設

備規則に基づく無線機器の免許登録を受けておりまして、平成34年11月30日まで新規則に適

合するものにしなければなりません。当市が平成28年度、同報系災害情報伝達システム基本

検討業務を約875万円を投じて専門業者に委託をいたしました。したがって、本年度はその

結果を検討し、下田市としての基本方針を決定することとなると思います。事業規模は大き

くなることが予想され、新庁舎の建設とも連動してくると考えます。 

  したがって、本年度以降、同報無線の改修スケジュール、あるいは概算事業についてわか

れば教えていただきたいと思います。 

  大きな２点目について、当面の重要課題の推進について質問いたします。 

  これは、１つは新庁舎の建設事業です。もう一点は、市立の中学校の再編整備について質
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問をいたします。 

  まず第一に、新庁舎建設事業です。事業概要の骨格をもう一度簡単に整理するならば、候

補地は稲生沢中学校北側の隣接地、約1,370坪の土地を候補地とすると。それから、スケジ

ュールとしては、この議会に、９月議会に位置変更の条例の改正を提案すると。２つ目には、

補正予算として新庁舎建設のための設計、管理等の業務委託のため、平成29年度から平成32

年、３カ年に債務負担行為として１億4,042万6,000円を債務負担行為として計上し、そのう

ち本年度分は2,675万円を予算措置を今提案しているわけです。そして、下田市の庁舎は、

開庁を平成33年５月、つまりゴールデンウイークのときだと思いますが、開庁しようと、こ

ういうスケジュールに相なっているわけです。 

  また、３点目には、事業規模、予算上限で事業コストは30億円以下だと、そして建設コス

トは約22億円程度に抑えると、そして建設コスト以外に８億円と、こういう当局が提案をさ

れているわけでありますが、私はこの事業概要に対して基本的には妥当と判断をしているわ

けであります。とりわけ、候補地については緊急防災・減災事業債の活用、また津波、土砂

の危険区域外、そして公共交通のこの基幹地域、道路、鉄道、バス等の公共交通の基幹地域

であること、また、国道414号線及び伊豆縦貫道インターの周辺であること、また、防災拠

点としての機能を発揮、遂行できると、こういうメリットがあるわけです。 

  加えて言うならば、市立中学校再編整備計画に伴い、稲生沢中学校の敷地及び施設の有効

活用により魅力のあるまちづくりの拠点にもなり得る地域として、私は期待しているもので

あります。 

  そういう視点から、まず候補地について質問いたします。 

  過日、会派説明でこの庁舎の件につきまして、市長や担当課長と話しました。１つは、車

両、歩行者の出入り口であります。聞いた範囲で私がいいと思うのは、国道414号側、新庁

舎の２階になりますが、それを正面玄関として下田市の顔にすると。ですから、庁舎２階が

414号と同じレベルにすると、こういうことが。そして、とりわけ大切なことは、地主さん

の協力を得て、国道側の出入り口の間口を広くするということを努めるべきであるというこ

とを会派の説明会のときに市長にも提言したし、担当課長にもしております。したがって、

これらについては全く大事なわけでありまして、その後どういう対応をしてきたかをひとつ

説明いただきたい。 

  それから、候補地の２つ目にしては、市職員の駐車場の確保がなかなか難しい場所である。

ここの場所ですと、この周辺、空き地ばっかりになりましたから十分あるんですが、稲生沢
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中学校のこの周辺は現段階ではないわけです。これも事前にやっぱり配備していかなきゃな

らないだろうと、いわゆる職員、臨時職員含めまして約150台ぐらいの車が入るわけであり

まして、これは防災その他を考えたら、やっぱり事前に真剣に検討すべきであろうと思いま

す。 

  次に、新庁舎跡地の活用方法の検討でありますが、いわゆる下田市公有財産有効活用検討

委員会の設置要綱が本年６月20日に制定いたしました。担当課は統合政策課であります。こ

の要綱に基づき検討することになろうと思います。そういう意味で、現在のこれは、現庁舎

のみならず、いわゆる市立の中学校の再編に伴う３校の活用をどうするかということを踏ま

えまして、検討をしなければならないわけですが、この検討の状況、あるいは方針を出す目

標の時期、また当然これは市民のいわゆる意向というのを尊重しなければならんわけで、そ

ういう市民意向の把握等について、どのようになっているのかを質問いたします。 

  次に、市立中学校の再編整備についてお尋ねいたします。 

  下田市のこの議会全員協議会、８月31日に開催されておりますが、この協議会で明確にな

った事項が２つあります。１つは、現在の下田中学校の敷地を利用し、４校を１校化した新

たな中学校を平成34年４月開校を目標に再編整備をするということが１つ、２つ目には、通

学の補助については全額を前提に、市議会の９月定例会が終わるまでに方針を決定すると、

こういう２つのことが確認されているわけです。 

  そして、２番目の通学補助については、実は昨日の滝内議員の質問に対しまして、通学補

助の基本方針の資料を提示の上、説明を受けました。私は原則的に良しとしたいと思います。

ただ今後、保護者との説明会を通して、市民意見を極力尊重する立場で対応していただきた

い、これを強く要請をするものであります。 

  したがって、この項目については２点だけ質問いたします。 

  新中学校の開校、平成34年４月までの全体的なスケジュールをここの議会で明示してほし

い。２つ目には、新中学校の事業概要、概算事業費及び財源内訳を一つ説明いただきたいと

思います。 

  大きい３つ目の広域連携による事業推進についてお尋ねいたします。 

  まず第一に、美しい伊豆創造センターを中核とした地域づくりへの対応であります。本年

７月に県知事選が行われました。川勝知事は伊豆半島の地域の活性化においては、この数年

が絶好のチャンスであると、ご承知のとおり伊豆半島のジオパーク、昨年再申請をし、2030

年には認可を目指しております。あるいは、自転車競技世界選手権大会が31年の２月、ある



－77－ 

いはＪＲグループ６社を中心に行われるところの日本最大の観光キャンペーンが静岡県で開

催され、31年４月から６月まで行われると。また、静岡県のわさび、これについては29年３

月、日本農業の遺産認定がされておりまして、現在、世界農業遺産認定を目指しております。

そして加えて、東京オリンピック・パラリンピック自転車競技が2020年の７月から９月まで

行われると、こういうことを踏まえて、知事は絶好のチャンスだと言っているわけです。 

  そして、実は平成25年の４月に、伊豆の７市６町の首長が、伊豆が１つにまとまり、世界

が称賛する美しい半島をスローガンに、実は伊豆半島グランドデザインを作成いたしました。

美しい伊豆創造センターの設立ですが、この組織については平成27年度、この伊豆３市町の

首長会議が中心となり、観光部会、ジオパーク部会、道路部会を設置し、事業のこの計画の

立案と執行を協議されているわけであります。当然下田市も構成市町でありますが、この構

成市町の役割というのは、グランドデザインを踏まえた基礎単位としての地域づくりの推進

をすると、こういうことに相なっているわけです。 

  そこで質問をいたします。 

  まず１つは、この下田市は観光まちづくり推進計画を平成32年まで８年間、開国のまちづ

くりを目指し、そして、下田市まち・ひと・しごと創生総合戦略、これを平成31年度まで、

これに加えて伊豆半島のグランドデザインに基づく効果的な施策を講じて対応する必要があ

るわけであります。私はぜひもう一度、この庁内体制、地域づくりの町の団体や、あるいは

住民の参画を呼びかけて、やはり市全体のこの推進体制を確立して、これに能動的に対応す

べきであると思いますがいかがでしょうか。 

  ２つ目には、伊豆半島全体をサイクリングの聖地化をしようというのが、県が強く言って

いるわけであります。28年12月、自転車活用推進法が成立しました。平成29年３月、サイク

リングリゾート伊豆基本計画が策定されております。同時に、県の伊豆観光局は自転車をキ

ーワードに伊豆地域の振興を図るため、積極的な役割を果たすと明言しているわけでありま

す。そこで、下田市としては、行政、公共機関、観光団体、一体となってサイクリングの聖

地化に向けての積極的な取り組みを私は必要だと思いますが、市長の見解をお聞きしたいと

思います。 

  最後に、一般廃棄物広域処理の推進についてお尋ねします。 

  下田市、南伊豆町、松崎町、１市２町から排出される一般廃棄物を広域的に処理し、安全

かつ効率的に処理を行うことに関し、必要な実施方策について協議することを目的とした規

約が本年３月14日公布、施行されております。平成29年当初予算に、下田市はごみ広域処理
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施設整備基本構想等策定業務にかかわる費用負担を実は625万5,000円計上しているわけであ

ります。事業化のスケジュールについては、着工を平成32年度、そして運営開始を平成36年

度を目標にして、本年度は焼却施設、資源化施設の基本計画、地域計画を策定する事業計画

となっております。 

  配置計画としては、南伊豆町の清掃センターの隣接地にしようと、こういうことになって

いるわけであります。そこで、このごみ処理の広域化に向けて、当然協議会はもう検討に入

っていると思いますが、その検討状況についてお知らせをいただきたいと思います。 

  以上、質問を終わります。 

○議長（竹内清二君） 当局からの答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（福井祐輔君） それでは、大川議員のご質問にお答えします。 

  第１に、施政方針にある重要施策の執行状況でございますけれども、全体として私は順調

に市政に反映できているものというふうに確信をしております。このたび４月１日付で、下

田市が過疎地域自立促進特別措置法が適用されるような市になったということでありまして、

これをピンチはチャンスというふうに捉えまして、積極的に人口減対策、そして経済活性化

対策をこれから推進していきたいというふうに考えております。 

  特に、人口減対策につきましては、企業誘致につきまして橋本議員等も非常に力を尽くし

て、いろんな企業を紹介していただいております。下田というのはやはり広い土地が余りな

いということで、大きな企業を誘致するということは非常に困難な地勢でございまして、重

点的にはＩＴ企業、あるいは小さな、例えば電話でコールセンター、そういうふうな企業が

できないのかというふうなことも検討してまいりましたけれども、なかなかこちらに来てい

ただくということはかないませんで、それに付随しまして、税制の優遇措置というのをやっ

ております。ある一定の条件を満たせれば、下田市に来ていただければ税制を優遇するとい

うこともやっておりますので、そういうことも積極的にこれから宣伝をして、企業誘致した

いというふうに思っております。 

  これはまた経済化対策と密接な関係があるんですけれども、現在バイオマスの関係の会社

が下田市に、森林組合の関係でございますけれども、１市５町の森林を利用して木材チップ

を製造して、それを賀茂地区で消費すると。木材燃料の地産地消というんですかね、そうい

う企業が下田で、賀茂地域で、本当に企業ベースに、採算ベースに乗れるかというふうな調

査を恐らく９月中旬から10月中旬まで調査させてくれというふうな申し出がございました。
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非常に、もしこの会社が採算ベースに乗るというふうな決定をしていただければ、企業誘致、

雇用創生、そして経済の地域内での循環、こういうのが図られて、人口減対策、あるいは経

済の活性化に非常に役立つんではないかというふうに私は期待をしております。 

  もしこの会社が積極的に企業をこちらに持ってきてくれるということになれば、いろんな

補助とか、あるいは規制の緩和等、そういうところも考えていきたいというふうに思ってお

ります。現在調査中ですので、まだ結果が出ていませんけれども、非常に私は希望を持って

おります。 

  次に、経済の活性化でございますけれども、やはり観光業の振興は非常に重要だというふ

うに考えておりまして、現在ソフト面で地域おこし協力隊の方たち、あるいは企業交流の人、

こういうソフト面を重視をして今、観光戦略とか、あるいは宣伝、特に下田のアピールが足

りないというふうに思っていましたので、下田をアピールをするというようなソフト面を重

視しておりますけれども、昨日滝内議員がハードも整備しろというふうな提案がありました

ので、そういう提案も大事にして、これからもハードを整備するような施策を講じていきた

いというふうに考えております。 

  次に、防災対策でございますけれども、同報無線の件でございますが、現在コンサルタン

トから数種のシステムを提案していただいております。それを現在精査中でございまして、

近々政策会議でその候補のシステムを決定したいというふうに考えております。もちろん経

費につきましても、これは折り込み済みでございまして、32年度末までございます緊急防

災・減災事業債、これを使える時期に整備したいというふうに考えております。 

  次に、新庁舎の移転後の跡地の利用についてでありますが、これは庁内で検討しておりま

すけれども、大方針として、下田市の経済の活性化に役立つような利用の仕方をしたいとい

うふうに考えています。あと、市立中学校の再編の件につきましては、担当から答えさせま

す。 

  美しい伊豆創造センターを地域づくりの対応、これも担当から答えさせますが、特にサイ

クリングの受け入れ態勢の件でございますけれども、これはやはり県としてサイクリングを

非常に重視して、伊豆半島もまたサイクリングの適地だということがございますので、こう

いう県の重点施策を取り入れまして、将来サイクリングのお客さんがたくさん来れるような

施策を講じていきたいというふうに思っております。 

  そして、一般廃棄物の広域処理につきましては、これも担当から答えさせます。 

  以上でございます。 
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○議長（竹内清二君） 統合政策課長。 

○統合政策課長（黒田幸雄君） 企業誘致の件につきましては、平成28年度、庁内に企業誘致

等検討委員会を設置し、本市の企業誘致の基本方針を検討、企業誘致、企業支援の推進に係

る基本方針を策定いたしました。 

  この指針においては、本市の自然資源や地域環境、立地特性を生かしまして、従来の大規

模事業所の誘致を目指す方法から、中小規模の事業所、サテライトオフィス、個人企業、本

社等機能別移転など、多様な誘致を進めることとしてございます。 

  こうした方針に基づき、本年度は具体的な事業の検討に着手する予定となっておりました

が、過疎地域となったことによる過疎自立促進計画の策定、移住定住促進策の推進、空き家、

空き店舗の活用、公有財産の有効活用など、本市が目指す企業誘致と連携して進めたほうが

より高い効果が見込まれる動きが起きております。 

  このため、年度前半につきましては、企業誘致に関する情報や制度等の収集、整理と並行

して、移住等ほかの施策との企画調整や関係者、関係機関との連携、さらには過疎地域自立

促進計画への掲載等を進めてきております。今後、これらの整理を踏まえて、企業誘致、企

業支援の推進に向けた事業の実施、支援制度の創設、支援体制の確立などの基本的な事業体

制を、本年度中をめどに策定していきたいと考えております。 

  続きまして、当面の重要課題の推進のうち、庁舎建設の件でございますが、庁舎建設事業

についてですが、建設候補地の評価軸の１つとして、平常時のアクセスのよさを掲げており

ます。将来的には伊豆縦貫自動車道の仮称蓮台寺インターチェンジも予定されていますので、

国道側からの進入路は必須であると考えております。国道側を正面とするべきであるとのご

意見は、審議会委員の皆様からもいただいておりまして、進入路の間口も余裕を持った広さ

を確保する方向で土地所有者の方々ともお話をしております。 

  また、国道側と建設候補地には、高低差がございますので、プロポーザル方式による設計

業者の選定においては、この高低差を生かした庁舎配置や駐車場も最大限確保できるような

提案を期待しております。 

  議員ご指摘のとおり、職員駐車場の確保は課題と考えております。現計画における開庁後

約１年で稲生沢中学校は跡地となることや庁舎が河内に移転することに伴う民間駐車場の動

向などを注視しながら、対応していきたいと考えております。 

  続きまして、現庁舎の跡地の活用方法についてでございますが、公有財産有効活用検討委

員会は平成29年６月に要綱を制定し、設置いたしました。建物、土地等の公有財産のうち、
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現行の設置目的や用途の変更が必要、または今後想定される財産について、庁内の関係課に

よる多面的な検討を行うことを目的に設置しております。現在まで委員会１回、幹事会２回

を開催し、現庁舎を含む対象財産の選定と個々の状況確認等を進めております。現庁舎につ

きましては、位置的にも機能的にも大きな可能性を持つ場所であることから、慎重かつ総合

的な検討が重要になります。このため、今後検討を進めるに当たっては、委員会における検

討にとどまらず、市民、関係者から幅広く意見を聴取し、市の経済の活性化に寄与できる計

画の策定を進めていきたいと考えております。 

  なお、方針の決定時期ですが、庁舎の移転、国道136号の整備、駅前ターミナルの再配置、

伊豆急下田駅の整備など、関連事業の進捗との調整を見据えながら、できるだけ早い時期に

策定できるように進めていく予定でございます。 

  続きまして、当面の課題の学校用地の跡地の活用方法についてでございますが、こちらも

公有財産有効活用検討委員会で検討を進めております。 

  それから、広域連携による事業推進について、美しい伊豆創造センターを中核とした地域

づくりへの対応のご質問でございますが、美しい伊豆創造センターは、平成25年度に策定し

た伊豆半島グランドデザインの推進組織として設置され、世界一美しい半島プロジェクトを

基幹戦略として、産業、交通、都市基盤、防災、官民協働などの事業を推進しております。

平成29年度からは観光産業の活性化による伊豆地域の魅力向上を推進するため、一般社団法

人組織も設置し、推進体制の強化を図っております。 

  また、これらの組織には、全体会議と分野ごとに行政、関係者、産業界が参加する部会が

設置されておりまして、全体の情報共有を図りつつ、それぞれの分野における事業がスピー

ド感を持って推進できる体制が構築されています。 

  ここで、それぞれの組織概要について若干ご説明させていただきます。 

  任意組織の美しい伊豆創造センターは、会員68団体で構成され、組織は市町長で構成する

理事会、企画担当課・観光協会・事業者で構成する幹事会、観光担当課・観光協会・商工会

議所・事業者で構成する観光部会、建設担当課で構成する道路部会、観光担当課・観光協

会・商工会議所・事業者で構成するジオパーク部会で構成されております。 

  また、一般社団法人美しい伊豆創造センターは、会員56団体で構成され、組織は市町長・

事業者で構成する理事会、企画担当課・事業者等で構成する企画運営委員会、観光担当課・

観光協会・商工会議所・事業者等で構成する広域観光事業委員会で構成されております。 

  本年４月に事業体制が変わったこともあり、現時点においては分野ごとの事業推進を優先
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しておりますが、今後地域における事業効果を高めていくために、市内関係者による連携の

強化を推進していきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（竹内清二君） 福祉事務所長。 

○福祉事務所長（土屋悦子君） では、私のほうからは地域の宝出産祝い金30万円支給につい

てご答弁させていただきます。 

  下田市は児童福祉法に基づき、子育て支援の各種施策、事業を進めているところでござい

ます。子育てに係る支援は、誕生から各年代の成長の過程に対し、切れ目のないサービスの

提供が重要であり、またその支援を広くより多くの方が満遍なく享受できることが重要であ

ると考えます。そして、このような支援が下田市に人を呼び込め、長く定着していただくこ

とにつながる制度であることが望ましいと考えます。 

  新たな制度や支援を実施する上で、潤沢な財源があれば問題ないのですが、議員もご承知

のとおり、下田市は今後新庁舎建設や中学校再編など大きなお金が動く事業が控えておりま

す。子育てに係る支援の実施につきましても、いかに大勢の方に満遍なく支援が行き渡り、

不平等がない効果的な制度であるかを念頭に選んで実施していく必要があると考えます。 

  議員のご質問の中でご評価をいただきましたが、平成28年度に中学校３年生まで子ども医

療費の無料化を実施し、平成29年４月１日から下田市育児用品購入費助成事業を少子化対策

の一環として開始し、乳児に係る育児用品の購入に対し助成金を支給しているところでござ

います。子育て支援の施策は、国・県においても重点事業でございまして、市町に対し、今

後大きな予算を伴う事業の推進を求めてくることが予測されております。既に、県からは、

川勝知事肝いりの高校３年生まで医療費助成を拡充することへの協力を強く求めてきており

まして、県が補助を拡充した後は、下田市におきましても検討しなければならないと考えて

おります。 

  議員ご質問の出産祝い金につきまして申し述べますと、下田市における出生人数は、平成

26年113人、平成27年116人、平成28年111人とおよそ110人で推移しております。このうち第

３子以降の出生人数は、平成26年度22人、平成27年度20人、平成28年度26人と、およそ20人

が出生されております。 

  下田市ではこの４月から、下田市育児用品購入費助成事業を開始したと述べましたが、東

伊豆町でも似た事業がございますが、こちらはチャイルドシートに重きを置いたものでござ

いまして、育児用品購入費助成事業は、静岡県下において下田市のみが実施している事業で
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ございます。内容は、市の住民基本台帳に記録されているもののうち、平成29年４月１日以

後に出生し、満１歳に満たない者の保護者に対し、乳児が満１歳になるまでに申請をすれば

乳児１人に対し３万円を上限として、育児用品の購入費を助成するものでございまして、下

田市に出生される全ての乳児に対し３万円助成することを前提としており、育児用品の購入

は市内店舗に限るとしておりますので、市内の消費の推進も考慮しております。まだ１年間

が経過しておらず、実績が出ておりませんので、実績によりましては全員に満遍なく行き渡

るように申請方法を簡素化するというような一部改正の必要があると思っております。 

  議員ご指摘のとおり、賀茂圏域の５町は、出産祝い金を支給しておりまして、西伊豆町で

は出生児１人につきまして３万円を支給しております。事業名は違いますが、少子化対策と

いう目的から見れば、同様のものと思われます。このような状況の中、出産祝い金の取り扱

いにつきましては、庁内で協議し、方向性を見出していきたいと思います。 

  私からは以上です。 

○議長（竹内清二君） 学校教育課長。 

○学校教育課長（土屋 仁君） 幼稚園の給食費の第３子以降を無償化した場合の対象人数、

金額はというご質問でございます。 

  まず、ご承知のとおり、市内には下田幼稚園、それから認定こども園の幼稚園部というい

わゆる幼稚園がございます。おのおの下田幼稚園の人数が34人、それから認定こども園で86

人、合計120人の幼稚園児がいるということでございます。そのうち第３子につきましては、

両方を合わせて29人、これは現在ベースです。今現在、給食費につきましては月額3,800円、

それから８月は徴収しておりませんので11月分ということで、年間約500万円ほどいただい

ていると。29人分の給食費は一体幾らかといいますと、その４分の１、120万程度が第３子

以降の給食費となるということでございます。 

  それから、続きまして、市立中学校の再編整備ということで、開校を目標としていました

平成34年度までの全体スケジュールというご質問でございます。これは８月31日に開催いた

しました全員協議会で説明させていただきましたとおり、新中学校の開校を平成34年４月、

目標という方針を決定したというご報告をさせていただきました。こちらにつきましては、

現在まだ事務局案ということでございますので、そちらのほうでご理解いただきたいと思い

ます。 

  まず、今年度の予定でございますけれども、10月から11月にかけまして、市長と語る会を

含めまして、地域説明会、それから保育所、幼稚園、小中学校の保護者を対象に説明会を開



－84－ 

催する予定でございます。それから、12月定例会には統合準備委員会の報酬等を、また基本

計画、それと耐力度調査、こちらについては来年度、平成30年度までの債務負担行為を予定

してございますが、そちらの委託料の予算を提出したいと考えております。 

  それから、平成30年度、来年度でございますけれども、測量、地質調査、それから基本実

施設計の予算を計上いたしまして、７月頃から事業を実施したいなと。基本実施設計につき

ましては、債務負担ということで平成31年度末の工期と考えております。それから工事関係

に入るわけでございますけれども、平成31年度から平成32年度の前半までには仮設の校舎を

設置いたしまして、平成32年度中には屋内運動場を新築、それから平成32、33年度で校舎の

増改修工事、平成33年度には既存の屋内運動場の改修、また外壁、外構の工事を施工したい

と考えているところでございます。 

  また、統合準備委員会につきましては、平成32年度末ぐらいまでには結論を出したいなと

考えておりまして、委員会の審議状況につきましては広報ですとかホームページですとか、

そういったものを活用するとともに、また年１回は地域、保護者の皆様に説明会を実施し、

情報提供をしていきたいなと考えておるところでございます。 

  次に、新中学校の事業概要、概算事業費、財源内訳というご質問でございます。 

  こちらは、新中学校の事業費については、本年３月に教育委員会で作成いたしました下田

市立中学校候補地等に関する報告書によりまして、下田中学校を新中学校の候補地とした場

合、新築で約26億円、増築及び改修で約17億円と報告をさせていただいております。 

  現在想定している事業費につきましては、単純に面積、平成28年度想定の単価を乗じて算

出したものを積み上げたものでございます。また、備品ですとか移転の経費等は見込んでお

りません。現在の想定でございますけれども、工事関係といたしましては、仮設校舎の設置

費が約３億2,000万、校舎の増築改修で７億1,000万、屋内運動場の新築で３億6,000万、既

存の屋内運動場の改修として9,000万、外構で8,400万、合計約15億6,000万円と想定してお

ります。 

  また、委託関係につきましては、基本計画、耐力度調査、測量・地質調査、基本実施設計、

工事管理等で約１億2,000万円、合計で16億8,000万円程度と想定しているところでございま

す。 

  また、事業費につきましては、今後予定しております基本計画におきまして、概算事業費

を算出することとなってございます。 

  また、財源内訳ということでございますけれども、国庫補助については約１億4,000万円
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程度、起債については14億1,000万円を予定しておりまして、うち過疎対策事業債で５億円、

公共施設等適正管理推進事業債で８億4,000万円を想定しております。そのほか、学校教育

施設等債7,000万円ということで、一般財源的には今のところ１億3,000万円という想定でご

ざいます。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） 産業振興課長。 

○産業振興課長（長谷川忠幸君） それでは、経済活性化対策の中のオリーブのまちづくり事

業、３点ほどご質問いただいております。 

  まず最初に、国の地方創生推進交付金対策事業の採択についてでございます。地方創生推

進交付金は、まち・ひと・しごと創生法に基づき作成したまち・ひと・しごと創生総合戦略

に位置づけられました自主的、主体的で先導的な事業の効率的かつ効果的な実施を図ること

を目的に、国が支援を行う制度でございます。 

  オリーブのまちづくり推進事業は、総合戦略に掲載している地場産品の普及及び６次産業

化、農業振興、特産品開発等の推進を目的に、29年度予算の重点事業に位置づけております。

交付金の活用につきましては、当初予算においても検討を行ったところでございますが、申

請のタイミングが合わなかったことと、29年度事業は主に今後の事業執行に向けての準備的

行為的な要素が大半だったため、事業の内容や対象事業費、目標の設定等において交付金活

用の効果が少ないことなどから平成29年度分については申請を見送ったところでございます。 

  来年度につきましては、本年度の基盤づくりを踏まえまして、地方創生に向けた重要事業

として効率的かつ継続的にこの事業を推進していくために、関係機関との連携をしながら、

交付金を含む各種支援制度の活用に努めていきたいと考えております。 

  なお、担当する内閣府の情報によりますと、この事業の申請件数が増えてきているという

中で、その事業採択についてはかなりハードルが高くなってくるということですけれども、

来年度の予算編成と合わせまして、その辺、十分に検討をして進めていきたいというふうに

考えております。 

  続きまして、オリーブの推進組織の構成ということで、本年度より事業を開始しましたオ

リーブのまちづくり事業を総合的かつ効率的に推進するに当たりまして、議員ご指摘のとお

り、体制づくりは必要不可欠と考えております。そのため現在、事業を総括的に推進するた

めの組織づくりを進めているところでございます。 

  組織の活動内容としましては、オリーブの栽培、普及拡大、オリーブに関する知識の普及
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促進、オリーブを活用したまちづくり及び６次産業化への調査研究を想定しております。 

  組織の構成といたしましては、１に、既にオリーブ栽培や利用活用にかかわる活動を行っ

ている個人や団体、２として、専門的知識を有する団体、３、市内経済団体、４、これは行

政機関、５として、地域おこし協力隊を想定しております。 

  続きまして、オリーブのまちづくり事業の執行状況でございます。シンポジウム、セミナ

ーの開催につきましては、７月２日日曜日に下田市市民文化会館小ホールにおきまして、オ

リーブシンポジウムｉｎ下田、「オリーブの魅力と活用方法」と題し、開催いたしました。

約130名の参加をいただき、市民の皆様の関心の高まりを感じた次第でございます。 

  今後は、オリーブの知識や活用方法に関するセミナー、オリーブを身近に感じてもらうた

めの料理教室等を定期的に開催してまいります。 

  試験農場の開催につきましては、吉佐美、大賀茂、椎原の３カ所を選定し、オリーブの栽

培に適した土壌改良を行うための土壌検査の手続を進めておるところでございまして、秋植

えの時期である11月初旬の植栽に向けて準備を進めているところでございます。 

  また、９月１日より地域おこし協力隊１名をオリーブのまちづくり部門として委嘱し、現

在オリーブの植栽、栽培に関する知識、技術の習得やＰＲ方法としての効果的なＳＮＳの活

用などについて検討など、活動を開始していただいているところでございます。 

  植栽の拡大につきましては、試験農園における植栽、栽培に、農業者を初めとする市民の

方々にご協力いただくとともに、植栽や触媒技術習得のための講習会を開催することで、個

人や民間用地への植栽意識を高め、春植えの時期に合わせてオリーブの苗木の配付を実施い

たします。７月にシンポジウムを行った際に、参加者に対しましてアンケートを実施したと

ころ、20名を超える方が配付を希望しており、今後配付についてお知らせした際には、さら

に多くの方から要望を受けるものと期待をしておるところでございます。 

  議員、代表を務める明政会の要望の内容につきましては、平成29年３月の定例会、産業厚

生委員会の審議におきましても同様のご指摘がございまして、しっかりと根を張って、事業

として推進してほしいという要望もいただいておりますので、担当課におきましても共通の

認識を持ち、植える、増やす、知る、考えるといった事業を中心に、将来的な事業拡大に向

けて推進していきたい、そのように考えております。 

  以上です。 

○議長（竹内清二君） 質問者にお諮りいたします。 

  当局答弁の途中ですが、ここで10分休憩してよろしいでしょうか。 
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  では、ここから10分間休憩に入ります。 

午前１１時 ５分休憩 

──────────── 

午前１１時１５分再開 

○議長（竹内清二君） 休憩を閉じ会議を再開いたします。 

  休憩前に引き続き、一般質問を続けます。 

  当局からの答弁を許します。 

  観光交流課長。 

○観光交流課長（佐々木雅昭君） それでは、私のほうからは、平成28年度に取り組んだ事業

の推進状況ということと、サイクリングの聖地化の件につきましてご答弁申し上げます。 

  平成28年度に取り組んだ事業の推進状況のうち、トライアスロン大会の誘致事業について

でございますが、トライアスロンにつきましては、昨年度、国内で数多くのトライアスロン

を手がけておられますスポーツイベント会社のほうに、下田市におけますトライアスロン大

会の開催のための現地調査というものを実施させていただいております。どうしたら下田の

魅力をコース内に取り込めるのかということと、あと、迂回路の確保が非常に困難な国道

135号の取り扱いということを主なポイントに、オリンピックディスタンスというのが51.5

キロということなんですけれども、必ずしもこれにこだわらないような形で４つのコースが

提示をされております。 

  しかしながら、いずれの案につきましても、やはり迂回路の確保が困難ということで長時

間にわたる交通規制が必要になるというような問題と、それに伴います住民生活ですとか地

域経済への影響、さらに集客力といった面での懸念が多くて、実現の可能性は極めて低いも

のというふうに判断しているところでございます。 

  次に、ホストタウンの指定登録への取り組みについてでございます。 

  下田市では、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に伴いまして、国

が推進します３カ国と地方公共団体とが人的、経済的、文化的相互交流を図ることを目的と

いたしましたホストタウン登録につきまして、種目をサーフィン、対象国をアメリカ合衆国

ということで申請をしておりますけれども、現在のところ継続審査となっている状況でござ

います。 

  ホストタウン登録につきましては、オリンピックのときだけの一過性の交流ではなくて、

継続的な草の根レベルでの交流を大切と考えまして、当市としましては、開港の歴史をきっ
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かけに長年にわたり交流を続けておりますアメリカ合衆国とサーフィン競技を通じて、さら

なる文化、スポーツ交流を深めていきたいという形で申請をした次第でございます。 

  また、ホストタウン登録がされますと、大会参加のため来日する選手、関係者、日本人選

手等と自治体、住民との交流に係る取り組みについては、ご指摘のとおり、２分の１の特別

交付税が措置をされます。しかしながら、これによって、対象国の事前合宿等が決定すると

いうようなものではないということはご承知いただければというふうに思いますけれども、

本件につきましては現在も継続中ということでご理解をいただきたいというふうに思います。 

  次に、サイクリングの聖地化に向けた当市としての取り組みということについてご答弁申

し上げますけれども、議員ご指摘のとおり、昨年度末、今年の３月に美しい伊豆創造センタ

ーにおきましてサイクリングリゾート伊豆基本計画というものが策定をされております。本

年度の事業といたしましては、伊豆全体をサイクリングエリアとしてブランド化していこう

というサイクルリゾート伊豆ブランド基盤の整備というものを予定をしておるところでござ

います。 

  これらの事業推進のため、サイクリングリゾート伊豆作業部会というものを設置しまして、

そのワーキンググループとしてローカルルールワーキンググループ、ブランディングワーキ

ンググループを設置しまして、伊豆半島におけるサイクリングのローカルルールづくりやサ

イクリングリゾート伊豆のブランド認定に向けた取り組みを行っております。下田市は両方

のワーキンググループにメンバーとして参加し協議を続けておるところでございますが、何

分にもこの協議会の関係につきましては、７月から協議が本格化しているところでございま

して、今後精力的に推進をしていくような形になろうかと思っております。 

  また、本年度は静岡県によりまして、伊豆地域の50カ所に、自転車の整備ができるような

サイクルピットというものが50カ所設置される予定というふうに聞いておりますけれども、

聖地づくりにはハード整備も欠かせない要素というふうに考えておりまして、道路管理者等

関係機関とも連携の上、環境づくりを推進したいと考えております。 

  市といたしましても、昨年度から道の駅、尾ヶ崎ウイング、爪木崎、吉佐美大浜、多々戸

浜、入田浜にサイクルラックのほうを設置させていただいておりますけれども、サイクルラ

ックの設置などは、サイクリスト受け入れに対するおもてなしの姿勢のあかしとも言えるか

と思いますので、関係各課、民間事業者にも設置等の協力を呼びかけて、ますます広げてい

ければというふうに考えておるところでございます。 

  また、ロードバイクやクロスバイクのチューブを販売するサイクリスト応援自動販売機と
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いうようなものにつきましても、今後設置を検討してまいりたいというふうに考えておりま

す。 

  今後も静岡県、美しい伊豆創造センターを中心に、聖地化に向けた取り組みを行っていく

ことになろうかと思いますけれども、二次交通やロードバイク以外の自転車の観点も必要と

考えておりますので、交通事業者ですとか民間企業を含め、官民一体となった取り組みを推

進してまいりたいと考えておるところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） 環境対策課長。 

○環境対策課長（鈴木芳紀君） それでは、私のほうから広域連携による事業推進のうち一般

廃棄物広域処理、ごみ処理の広域化に向けての協議会の検討活動状況についてご答弁させて

いただきます。 

  ごみ処理広域化につきましては、平成26年12月、下田市、南伊豆町、松崎町、西伊豆町の

１市３町で広域ごみ処理整備推進に係る市町担当者勉強会を立ち上げ、市町担当者で協議を

重ね、昨年、平成28年８月、連携協約による広域ごみ処理及びＰＦＩ方式による施設整備運

営に対し、各市町の考え方に確認があり、結果、西伊豆町を除いた１市２町の広域での枠組

みとなっております。 

  昨年10月と今年１月に、広域ごみ処理に向けた事業説明会が１市２町の首長出席のもと開

催され、第１回目ではごみ処理広域化とＰＦＩの活用、南伊豆町清掃センター用地への広域

整備を想定に、事業手法についての説明、第２回目では具体的な事業手法、ＰＦＩの手法、

対象処理ごみ、建設用地、スケジュール等の説明があり、今後事業や事務の手法は協議検討

が必要でありますが、広域処理を進めていくという方向に至り、平成29年２月17日の全員協

議会でご報告させていただいたものでございます。 

  その後、議員がおっしゃるように、平成29年３月14日、構成市町から排出される一般廃棄

物を広域的に処理し、安全かつ効率的に処理を行うことに関して必要な実施方法について協

議することを目的に、１市２町で南伊豆地域一般廃棄物広域処理推進協議会を設置いたしま

した。 

  平成29年度予算、今年度予算に際し、南伊豆地域ごみ処理推進協議会負担金として産業厚

生委員会で現地視察をいただきました。予算といたしまして、本年度の広域での事業計画は

基本構想の策定、地域計画の策定、ＰＦＩ導入可能性調査でございます。基本構想について

は、広域ごみ処理基本構想として本年６月から策定中で、本年度末に策定予定でございます。
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地域計画については、循環型社会形成推進地域計画として本年４月から策定中であり、11月

までに策定し、12月に静岡県に提出する予定でございます。 

  ＰＦＩ導入可能調査については、内閣府の支援事業の予定をしておりまして、申請をして

おったところ選定されまして、この８月24日に委託業者が決定されたとのことでございます。 

  現在、南伊豆町により計画委託を実施中ですが、６月と７月の２回、３市町の担当者の打

ち合わせを行い、各事業の進捗状況などの報告、各市町の状況調査、それを受けたリサイク

ル処理品目の検討、搬入車両の増加抑制方法などについて話し合いを行っております。11月

頃、循環型社会形成推進地域計画の策定により、一定の方向が定まってくると考えておりま

す。 

  現段階では、平成35年度に焼却施設、平成36年度以降に資源化施設の建設を広域で考えて

おります。有効なごみ処理に向け、引き続き協議検討をしてまいります。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） ７番 大川敏雄君。 

○７番（大川敏雄君） 質問した順番に再質問していきます。 

  まず、人口減対策ですが、企業誘致の関係ですが、進士為雄議員が積極的に過去の一般質

問で提言したバイオマス、これについては積極的に対応しますよと、こういう答弁は結構あ

れですが、今答弁の中で、過疎地域の自立促進計画、今回審議するわけですが、その中を見

ても、もう一つは起こす起業の促進、この中で、計画では産業の再生をするためには、特に

旧町の空き店舗、こういった資源を活用して対応するというのが強くこの計画に出ておりま

す。この空き店舗対策、過日、委員会で商工会議所だとか観光協会と協議をやったんですが、

そのときもこれについては一つ、会議所もしっかりやったらどうだと、行政もやると、こう

いうようなことで提言していただきましたが、具体的には空き店舗対策について具体的にど

う対応するかというのを質問したいと思います。 

  それから、３子以降の地域の宝出産祝い金、これはなかなか福祉事務所長、苦悩した上で

答弁しているような感じですが、市長、冒頭の一般質問のときに、あんたのやっている子育

ての支援は高く評価すると、出産から子育てから教育からやってきたじゃないかと。そこで、

やっぱり出産はスタートだから、しかも周辺の町はもう全部やっているんですよ。だから、

金額は10万でもいいと思う。今聞くと、年間20人ぐらいだと、該当する人が。200万ですよ

ね。ですから、この点についてはやっぱり非常に必要性が高いと、こう私は認識をしている

んだけれども、市長、これについては取り組む姿勢はありませんか。 
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  それから、今度はオリーブのまちづくり、これは冒頭申し上げましたとおり、市長のオリ

ーブのまちづくりを発想した一番の事業ですよ。そのためには、どうしても国の地方創生、

この交付金の対象事業にすることは大事なんです。市長、これ、自ら国や県にやっぱり乗り

出していって、何としてもこの自分として地域活性化のために新しく提案したのをやっぱり

着実にやるためには、やっぱり国のこういった事業採択に積極的に臨んでいくという、こう

いう姿勢が大事なんですよ。ですから、この点については市長からまた答弁を、決意を一つ

述べていただきたいと思います。 

  それから、課長には、オリーブの推進組織、今検討していると言うんですが、この組織化

は、少なくとも本年度中にはやると、こういう理解をしていいのかどうなのかお尋ねします。 

  それから、庁舎関係、候補地については一応私は良とすると、こういう認識に立って、大

事なのは、今回やはり位置変更の条例を提案しているんですね。議員の立場で言えば、やっ

ぱり414号から入るあの間口を少なくとも今の個人で使っている駐車場を何とか、いわゆる

所有者に、あるいは地主に了解を得て、広くしていただくと、理解を求めていくというそう

いうことでないと、いろいろと異論が出るわけです。ですから、これはいろいろ難しい、ど

っちが先かということなんで、当局、ひょっとすると、位置変更、必要性はわかるけれども、

位置変更の条例が出たときに具体的にやりますよと、こういう気持ちがあるんだろうと思い

ます。しかし、今度議員の立場からすれば、やっぱり位置があそこがいいかというと、１つ

の大きな要件としては、間口は何とかめどを立てると、こういうやっぱり審議の過程が必要

なわけです。ですから、この点についての、いわゆる間口を広くするという必要性に対する

認識が、市長としてはどういう形で持っているか、これ一つ述べてくださいよ。 

  それから、市立中学校の再編の関係ですが、特に稲生沢中学校にかかわることについて質

問しますけれども、基本的に私が思うのは、中学再編事業が順調に進んだ場合、やっぱりこ

の今の検討委員会で何回か審議をしてきたと、その場合に、稲生沢中学校は原則的には、特

に施設、校舎、体育館、それから技術棟、これは私個人としては、これは引き続いて利用す

るという視点に立って、特に校舎等については、いわゆる一、二回ぐらいは、生涯学習セン

ターという意味合いの中で活用を検討する必要もあるんじゃないかと、そういうことになれ

ば、昨日の質問にもありました公民館はどうするんだと、こういう議論もあります。市長は、

予定どおりなくすんだと、こういう考え方を示しました。しかし、課長はなかなか苦労して

いますよという答弁だったんですが、そういったことだとか、あるいは今度は庁舎の内容に

ついて、いろいろ今後議会とも協議していくことになると思います。その場合に、やはり今
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の既設の稲生沢中学校の施設、これを活用できるものは大いに活用をして、そして庁舎の建

設投資を減らしていくと、こういう一つの因果関係が出てくると思いますよ、必ず。 

  ですから、稲生沢中学校のこの辺については、教育長でもいいですよ、私はせめて一、二

回ぐらいは、生涯学習というような視点から考えてもいいんじゃないかと。もう一つ言うな

らば、今ご存じのとおり、まどが浜の道の駅、これを見直そうという動きがあるわけです。

あのベイ・ステージの中でも、むしろ今倉庫みたいになっているようなところがあります。

ですから、有効活用するには、有効活用というか道の駅の効果を上げるためには、この文化

的なことも一度は稲生沢中学校に移したほうがいいんじゃないかというような、そういった

ことも視野に入れるべきだと思います。そして活用していくというのも一つの検討材料だと

思います。ですから、この検討委員会において、やはり私個人としては現在の施設を有効活

用していくと、そして市民のニーズに沿って対応するという姿勢が大事だと思いますが、市

長はどういう見解を持っておるのかお尋ねします。 

  それから、この美しい伊豆創造センターの関係ですが、まず一つは、これに対応する市役

所の窓口が統合政策課であったり観光課であったり、ばらばらだね、今相当。だから、実際

に今後、知事じゃないけれども、この数年が伊豆半島の活性化の本当にチャンスだと、そし

て、いわゆるこの周辺では美しい伊豆創造センター、これを中心にいくけれども、地元、い

わゆる下田市としてはやっぱりきちっと、ある程度組織をつくって積極的に対応するという

こととあわせて、所管課の整理も、例えば自転車等については本当に観光課でいいのかと、

生涯学習のほうもどうかなというような部分もあると思うんですよ。ですから、ともかくこ

れからの数年の大きな国あるいは県、そしてこの周辺の地域活性化の課題に対して、下田市

はどういう組織で、どう対応するかというのをもう一度ふんどしを締め返して、検討して、

そして能動的にいかないとまずいと思うんですが、いかがですか。 

○議長（竹内清二君） 市長。 

○市長（福井祐輔君） 人口減対策の件でございますけれども、出産祝い金を出せということ

でございますけれども、今子育てクーポンを発行しているんですけれども、これは下田市だ

けが今、県でもやっておる珍しい事業でありまして、将来これを財源にして、そういう名目

で出産時に出せないかどうかということも検討してまいりたいというふうに思います。 

  次に、旧町の空き店舗の対策でございますけれども、これは本当に私も心も痛む状況でご

ざいまして、これは早急に解消していきたいというふうに思っておりますので、今、下田・

本郷まちづくり実践会議というのがございます。そういうところを通じまして、この空き店
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舗の対策については進めていきたいというふうに考えております。 

  次に、オリーブのまちづくりで交付金をとれということでございますが、今、日本オリー

ブ協会と連携をして、この交付金について申請するようなことを活動しておりますので、ま

た機会がありましたら、やはり総務省のほうにも陳情、要望活動にまいりたいというふうに

考えております。 

  次に、新庁舎のところの間口、出入り口の拡張の件でございますけれども、これは今、地

主さんと話をしておりまして、ほぼ確約をいただいているというふうな状態でございますけ

れども、非常に難しいいろんな手続があるようですので、条例がやっぱり通らない限り、い

ろんな表面に出してできないということがございます。後ほど担当課長から説明させます。 

  次に、稲生沢中学校の跡地利用につきましては、これは総合的に考えて、今、検討会がで

きておりますので、そういうところで最もいい効果のある市民の幸せな暮らしに提供できる

ような使い方をしていきたいというふうに思っております。 

  美しい伊豆創造センターの件ですけれども、任意の団体と１社の団体、２つございますけ

れども、両方とも市長が理事になっておりますので、そういうところを通じて、いろいろ施

策を講じていきたいというふうに考えております。 

  窓口としては、やはり統合政策課と観光交流課が一番適しているというふうに考えており

ます。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） 産業振興課長。 

○産業振興課長（長谷川忠幸君） 空き店舗につきましては、26年以来、空き店舗の意向調査

というのが23年度にやったと。今、29年度ということで、その意向調査も大分変っているん

じゃないかということで、この９月中に会議所のほうで前回やったものをもとに調査をして

みるということを伺っております。その結果をもとに、今、統合政策のほうで東京へ行って、

いろんな企業と接触してやっておりますので、そういうところを組み合わせて、また今市長

答弁にあったいろんな会議等も連携を持ちまして、検討していきたいというように考えてお

ります。 

  あと、オリーブの組織につきましては、やるということで言います。また、議員、掛川の

ほうに行ったということで、実はおこし隊が９月１日に来たもので、すぐにみんなで行こう

としたんですけれども、向こうも議会をやっていて、なかなか受け入れなかった状態である

ので、この議会が終わったら、向こうと調整しながらおこし隊と一緒にちょっと聞きに行く
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ことも考えております。組織としては今年度中にやります。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） 統合政策課長。 

○統合政策課長（黒田幸雄君） 新庁舎建設予定地の国道414号線からの間口の件についてで

ございますが、先ほどもご答弁させていただきましたように、審議会委員のほうからもそう

いった議員ご指摘のようなご意見はございますし、また、私どもも土地所有者と話をしてい

るということはただ雑談をしているわけではなくて、ご協力のお願いをしているわけでござ

いまして、ただ、位置の条例が通るか通らないかというそういったものもございますし、今

現状予算を持っていない段階で契約をすることもできませんので、市長が先ほど申し上げま

したように、ほぼご理解をいただいているという程度にとどめさせていただきたいと思うわ

けですが、最大限の間口の広さを用意するようなことで話し合いは進めてございます。 

  それから、隣接の稲生沢中学の活用できるものは活用するべきではないかということでご

ざいますが、これもプロポーザル方式の設計業者の選定の中に条件としては、隣接地の利用

の可能性というようなことも検討しなさいよと、それによって事業費がどこまで圧縮できる

のかということも検討しろというような内容で発注をしていきたいというような考えがござ

いますので、隣なんだから関係ないみたいなことはしない予定ですので、まだ、ただそうい

う方向性でいくということでご理解をいただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） これをもって７番 大川敏雄君の一般質問を終わります。 

  次は、質問順位５番。１つ、歴史まちづくり法に基づく計画認定に向けての基本姿勢につ

いて。２つ、国民健康保険の広域化に伴い下田市の保険税に及ぼす影響について。 

  以上２件について、２番 進士濱美君。 

〔２番 進士濱美君登壇〕 

○２番（進士濱美君） ２番、進士濱美です。 

  今日につきましては、一般質問といたしまして２問通告させていただきました。ちょっと

時間の関係が心配なんですが、ご静聴お願いいたします。 

  まず、第１質問といたしまして、歴史まちづくり法に基づく計画認定に向けての基本姿勢、

この法律に基づきまして、下田市は新たにまちの姿をつくろうと手を上げたわけです。この

件につきまして、基本的な向かい方、姿勢について、今回の質問とさせていただきます。 

  まちづくりという言葉が多岐にわたる捉え方で広く使用されております。各地域では、そ
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れぞれの独自資源を新たに発掘、あるいは価値の見直し等、住民レベル、行政レベル、また

は連携した活動も見受けられます。いずれにいたしましても、今後40年間、縮小社会に向け

まして、殊に地方の弱小と申しますか、下田市も含めまして地域は必死にその対策を求めら

れるわけなんですが、そういった中での環境の中で、社会的に、あるいは経済的に地域が生

き残っていくという厳しい現況があるわけです。 

  この環境の中で、にわかに注目を集めだした、いわゆる通称「歴史まちづくり法」という

のができまして８年目になります。これは各地域が今後の将来的な姿、あるいは歴史を踏ま

えた見直しを、計画を新たにつくり直し、新しい姿のまちをつくろうというのが基本趣旨で

ございます。これにつきましては、今、下田市も準備をいたしまして、来年の７月までに官

民入れてつくろうというところで動いているということで報告を受けております。これを国

のほうが１つ１つ吟味をして、これならば国からの交付金は出せますよと、総合的に捉えた

中で計画の認定を受けるわけです。 

  今回の認定につきましては、皆様ご承知かと思いますが、静岡県下では三島市が昨年の暮

れ、１番手で手を上げました。これも新聞報道されております。それに次いで、下田市が今

回２番手になるわけです。こういう県下でも２番手という早さにつきまして、いつもと違う、

非常に私も個人的にはうれしい期待を込めて、積極性を感じて久しぶりに心躍る次第なんで

すが、これから、実は中身につきまして、やはり前回、先日の全協の中でも議員の中から出

ておりました。また、紙切れをつくるつもりかと。こういう危惧というのは、従来30年、40

年かけて、同様な計画が何回も何回もつくられております。現在もその数点が進行している

わけです。この手合いだけは避けたいという、この法律がバックとしてその趣旨の中にある

わけです。計画が来年７月までできるわけなんですが、この期間につきましては、期間自体

も私少々揶揄するところがございますが、不安でございますが、下田の新たな出発に向けて

どういう認識をして、下田市も2000年の歴史、開国を経て現在に至る歴史を踏まえて、新た

な聖域の下田をつくっていくのかというのが問われる次第です。 

  当然これは、計画をつくったところで、成果につきましては成果は未知数というようなこ

とは当然のことでございますが、やはりその成果を左右するのは、歴史まちづくり法の生ま

れた背景ですね。国がこれはつくったわけなんですが、なぜこの背景がこういう法律をつく

り出したのか、その趣旨、目的をはっきりと捉え切れるか否かがこの計画の成否にかかって

いるということを今回質問の強調するところでございます。 

  もちろん、これまでもまちづくりとしての政策はとられております。たくさんとられてき
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ました。その中心が都市計画法というのがございます。それから、最近ホームページ等でも

写真が掲載されておりますが、まちのきれいな景観、歴史的な建造物が主要なんですが、そ

れから自然、こういったものの維持・保存を図る景観法というのがございます。 

  それから、もう一点、文化財の保護法というのもございます。これも歴史にちなんだ文化

的な資産を日本の資産として、下田市の資産として、将来につなげていこうという趣旨の保

護法でございます。 

  これら３点が中心になりまして、地方におきましては、まちづくり、それから文化的な神

社、あるいは城址跡、それから産業の跡地等をしっかり保持し、それが成功した場所、地域

につきましては、それが言うまでもなく世界遺産として観光に十分な力を与えているわけで

す。特に、九州あたりの軍艦島、あるいは富岡の製糸工場、指定される前はもう本当に困っ

た廃棄物扱いという認識があったわけです。それが一遍にひっくり返るわけです。こういう

視点のつくり方が下田市でできるか否かだと思います。 

  今申し上げました３点の法律を中心に、まちづくりの保全、維持がなされてきたわけでご

ざいまして、しかしながら、近年にないこれら制度が非常に個別的、ポイント、スポット、

このお寺さん、この産業施設、こういった個別的であり、また法律の限界が指摘されたこと

がハード、ソフトの両面を加味した今回の歴史まちづくり法を生み出した背景がございます。 

  これは、国のほうが国交省、農水省、それから文科省と３省が横断的に計画の認定につい

てかかわっていくという、これこそが新たな枠組みの中でものを歴史を考えようとする国自

体の裏づけでございます。 

  さらに強調するところにおきましては、従来のハード整備中心主義、それから、保存すれ

ばいいという保存主義に決して陥らず、歴史的な周辺、そういった歴史の重要拠点をつくり

上げている周辺道路、景観、それから一般の住宅、それから河川、こういった周辺の環境も

含めて一体として広がりを持った歴史的周辺をこれから重要視しようという考え方でござい

ます。 

  さらに、ここで重要なことは、現在に長い歴史の中で重要な文化財、歴史貴重財、こうい

ったもの、あるいは伝統的な慣習、祭りもそうです。それから地域、地域にある慣習、ルー

ル、暮らしていくための心地よいルール、こういった暮らしの流れの中にも歴史として取り

入れていこうじゃないかという新しい視点が加わっているんです。ここに非常に下田市も新

たに可能性を、私自身も可能性を見出すわけなんですが、ここで地域の復活、先ほど来も地

域まちづくりにおきましては幾つかの捉え方が話されております。 
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  こういう背景の中で、既に地域まちづくり法に基づく計画認定を受けていますのは、全国

で62市町ございます。この先発組の中には、皆様ご存じのように、全国有数の都市、金沢、

松本、萩、鎌倉、こういったブランド都市が既に動いております、数年前から。さらには、

地域の小さな町も手を上げまして、目覚ましい歴史的な拠点ではなくても、何とか新しいも

のから地域の歴史の見直し、新しい価値観をその中に見出していこうとする町も手を上げて

おります。そうした小さな町であっても、既に実践段階に入っておるという状況がございま

して、しかしながら、取り組み方、やはり法律の趣旨の捉え方がやはり微妙な食い違いがご

ざいます。 

  例えば、寺院、城址など著名な歴史的建造物の整備、橋なども入りますが、そういったと

ころにどうしても偏っていく実践計画、こういう報告も受けております。また一方では、そ

うした著名な歴史建造物を観光資産として、もちろんこれは間違いではございませんが、短

絡的にまちを観光、観光という捉え方、これが最前面に出ているという行政側の指摘、国か

らの指摘がございまして、それはちょっと違うんじゃないかという指摘も国交省あたりから

出ております。それとはまた別に、行政主導で従来の歴史の断片をつないだ知見、有機的に

つながらない断片的な著名に語られてきた誰もが認めやすい知識、歴史、そういったものを

つなぎ合わせた形などが報告されております。 

  これらはいずれも、既に新聞報道でも指摘している部分でございまして、必ずしも制度の

趣旨を適切に捉えたものとは言い切れないケースがかなり出てきている、こういう指摘がご

ざいます。 

  そこで、下田市では、歴史まちづくり、人々の営みをどう位置づけ、歴史的遺産と結びつ

け、今後の総合的まちづくりをどこまで進化させようとしているのか、基本的な計画策定に

当たりまして、担当者、それから執行部、市長を含めまして、それから今回の新たな重要な

期待が求められております教育委員会、文科省に当たる下田市にとっては教育委員会、この

辺に頑張っていただきたいと思うんですが、この辺の基本的姿勢をお話しいただきたいと思

います。 

  時間がないようですので、ちょっとはしょりながらさせていただきますが、２点目につき

まして、国民健康保険の県移管に伴う保険税に及ぼす影響について。 

  来年４月から国民健康保険制度、これが静岡県に一括移管されます。制度発足以来、市町

村それぞれ個別判断で運営されてきた、会計独自に運営されてきたわけです。個別判断で運

営されていたものが、厳しい会計事情が最も重要な変更の要因でございますが、広域化とい
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う名目で都道府県単位に移行されます。背景に多くの問題が積み重なっておりまして、制度

の継続のためには、この広域化につきましては避けられない時期に来ているんだろうという

ことは私自身も推測はできますが、そこで下田市、とりわけ国保加入者につきましては、下

田市の家庭におきましては国保の加入者が最も多いわけですね。どのような変化が国保の加

入者に影響を与えていくのか。その影響というのは、簡単に言えば掛け金がどうなっていく

のか。そういう関心度の強い保険税につきまして、現状維持、あるいは広域化をすることに

よって、メリットとして保険税が多少とも軽減をされていく、そういった期待ができるのか

どうかといった点を中心に質問をさせていただきます。 

  まず１点といたしまして、国保広域化への主な理由、基本的な理由、これをまずご説明願

います。 

  ２番目、保険税算定の中にはいろいろな項目がございます。所得割、均等割、資産割等、

なかなか覚えにくい内容なんでございますが、この中に１つ課題といたしまして、資産割の

扱いをどうするかというのが国レベルでも話し合われております。今回、県のほうでもまだ

答えが出ていないようでございますが、制度の変更により資産割の算定の上積みをこれはど

うなっていくのかを、決定以前でございますので見通しで結構です、これをお答えください。 

  ３番目、保険税算定基準の変更によりまして、下田市の国保会計は全体として従来と比べ、

全体の会計制度にどういう変化が見込まれるのか。また、算定基準の変更があるとすれば、

例えば今申し上げました資産割がなくなるとすれば、加入者への負担はどのような、税の少

なくなった部分の補塡がどういう算段で割り振られていくのか。これも考えられる範囲で結

構です。予測の範囲で結構ですから、お示しください。 

  最後に、広域化により保険税の県下統一を目指すという報道があります。この中で、県の

思惑といたしましては、統一と同時に統一料金は適用しないという報道が最近なされまして、

それはもっともだろうと思います。いずれ段階的な統一へ向かうんだろうと思うんですが、

この統一の時期につきまして、心構えとして見当がつくようでしたらご回答願いたいと思い

ます。 

  以上２点で私の一般質問を終わります。 

○議長（竹内清二君） 一般質問の途中ですが、ここで午後１時10分まで休憩いたします。 

午後 ０時 ５分休憩 

──────────── 

午後 １時１０分再開 



－99－ 

○議長（竹内清二君） 休憩を閉じ会議を再開いたします。 

  休憩前に引き続き、一般質問を続けます。 

  当局からの答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（福井祐輔君） 歴史まちづくり法に基づく計画認定に向けての基本姿勢についてとい

うことを問われているんですけれども、これ下田の歴史をたどってみると、非常に古い歴史

があるわけです。縄文時代から漁猟とか狩猟とか採取の痕跡が残っておりまして、まだ遺物

があります。そして、弥生式文化なんかもそのときに稲作が始まるんですけれども、そうい

う遺跡も残っております。 

  また、古代に入りますと、大和朝廷とつながりが非常に密接に行われております。例えば、

それが残っているのは、やはり仏教の文化がまだ下田の各所に古い仏様が祭られているとい

うこともございます。そして、その当時に古代の時代に白浜神社が成立したということも言

われておりまして、そして中世に入りますと、やはり鎌倉幕府から秀吉の小田原城攻めまで、

その長い歴史の間で、北条一族とのかかわり、そういう面のお城とかそういうものが残って

いるわけでございます。 

  また、近世に入りますと、江戸時代、徳川幕府が始まった時点から考えますと、参勤交代

が始まりまして、そのときにやはり荷物を運搬するために江戸まで国表から江戸表まで荷物

を運搬するためには、映画では何かかごでいろいろ参勤交代だというふうに出てきますけれ

ども、大きな荷物を船で運搬しているんですね。そのためには下田を必ず通らなければいけ

ないと、そのときに船改め番所というのがありまして、大体85年ぐらい下田でそれが鎮座を

しておりまして、非常に下田が栄えたという記録も残っておりまして、また、それが浦賀に

移りますと、風待ち港という形で下田が残っています。 

  そして、近世はやっぱりハイライトというのは幕末の開国だと思います。ペリー提督の来

航、そしてプチャーチンの来航、日米和親条約の付属議定書、そして日露和親条約の締結、

そういうその締結した場所とか、それとか実際に残っているのは、やはり欠乏所とか非常に

重要な遺跡が残っておりまして、またそういう交渉の場所、あるいはお墓、了仙寺とか玉泉

寺、そういう重要な遺跡が残っております。 

  また、近代になりますと、やはり下岡蓮杖に代表されるそういう下田の歴史的な人物等も

出ております。非常に、私は日本国中を見ても非常に珍しい市だと思っております。歴史を

残さなきゃいけない、特に開国の歴史はこれからもずっと未来永劫残していかなきゃいけな
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いんじゃないかというふうに思っておりますので、そういうまちづくりは、開国の歴史、ユ

ニークな歴史だと思いますので、そういうところを主体にして、これから子々孫々、末代ま

で永劫に続くようなものにして維持向上していかなきゃいけないなというふうに考えており

ます。 

  細部は、担当から説明させます。 

○議長（竹内清二君） 建設課長。 

○建設課長（白井達哉君） それでは、私のほうからは、歴史まちづくり法に基づく計画認定

に向けての基本姿勢につきまして補足説明をさせていただきます。 

  歴史的風致維持向上計画というのは、歴史文化を反映した地域の活動とその活動が行われ

る歴史上価値の高い建造物とその周辺の市街地とが一体となって形成してきた市街地の良好

な環境を維持向上していこうという計画でございます。下田市景観まちづくり条例は、施行

から７年が経過しましたが、建築物への景観施策につきましては長期にわたる施策でもあり、

また、登録まち遺産などの歴史的建造物については、空き家となっているものを解体が危惧

されています。 

  下田市都市計画マスタープランでは、都市づくりのテーマを「下田の歴史、自然、文化に

親しみ、住んでいたくなる、また来たくなる都市をつくる」としており、当市におきまして

は、国指定の文化財であります了仙寺周辺を重点地区として設定し、歴史的風致の維持向上

を図るため、各種施策を展開する予定でございます。 

  計画の認定を受けることにより、歴史まちづくりに対して、国から文化財保護法に基づく

支援だけでなく、まち全体の環境を整備するための財政的支援や技術的支援、事業の国費率

の嵩上げなどの支援がございます。これらの制度を上手に活用して、詳細には歴史的風致維

持向上計画策定協議会や地元の方々との意見交換を行いながら決定していきますが、現在旧

町内の９件の歴史的建造物に対して行っている修繕費助成の対象物件拡大、歴史的建造物が

集まる地区のアスファルト舗装を石畳等の舗装に変更する、港町の雰囲気を感じる大川端の

再整備など文化財部局とまちづくり部局が連携して取り組み、旧町内にある歴史的文化の維

持向上を図ることで市街地の活性化にもつなげていきたいと考えております。 

  私のほうからは以上です。 

○議長（竹内清二君） 市民保健課長。 

○市民保健課長（永井達彦君） それでは、私のほうからは、国民健康保険の広域化について

答弁させていただきます。 
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  まず、最初にご質問の市町独自会計の国保を広域化する主な理由ということでございます

が、急速な少子高齢化や医療の高度化、疾病構造の変化などにより医療費が増大し、医療保

険制度の持続可能性の確保と安定化が課題とされる中、とりわけ国民健康保険制度は年齢構

成や医療費水準が高いこと、所得水準が低く保険料負担が重いこと、財政運営が不安定にな

りやすい小規模保険者が多いこと、市町村間の格差が多いことなど、さまざまな問題を抱え

ており、財政運営と事業運営の両面にわたる抜本的な改革が急務とされてきました。 

  平成27年５月に法が改正され、国の財政支援を大幅に拡充するとともに、平成30年度から

都道府県が財政運営の責任主体となり安定的な財政運営や効率的な事業運営の確保等、国保

運営の中心的な役割を担うことになりました。 

  具体的には、県が市町の医療給付、後期高齢者支援金、介護納付金等を支払い、その財源

としては、国県からの公費や市町からの納付金を充てる、市町間の医療費水準や所得水準を

調整し、市町ごとの納付金を決定する、財政安定化基金を設置し、予期せぬ給付増や保険料

収納不足に対し貸し付け及び交付を行うことで県内の国保財政を安定化させる等が県の役割

とされております。一方で、市町の役割としては、現在と同様、資格管理、保険給付、保健

事業等を実施することとされており、新たな体制のもとで安定的、効率的な国保運営を目指

すものであります。 

  次に、保険税算定の項目、特に資産割の扱いはどうなると考えればよいかというご質問で

すが、県に納める国保事業費納付金の算定において、県は市町に対し、算定の根拠となる市

町ごとの標準保険料率を示します。市町はこれを参考に、条例で保険税率を定め、納付金の

財源として賦課徴収を行いますので、保険税率決定の裁量は引き続き市町にあるということ

になります。 

  しかし、この納付金及び市町ごとの標準保険料率の算定方式につきましては、現在、県と

市町で協議中の静岡県国民健康保険運営方針案において医療分３方式（所得割、均等割、平

等割）、後期高齢者支援分３方式、介護分２方式（所得割、均等割）とされており、資産割

は用いないことが示されております。現在、県において第３回目の納付金の試算が行われて

おりますので、この試算結果を見ながら資産割の有無を含め、来年度の税率改定について下

田市の国保運営協議会において検討してまいりたいと考えております。 

  次に、保険税算定方式の変更がある場合、負担の軽減はどの階層に影響が強く出るのかと

いうご質問ですが、仮に資産割を廃止した場合とお断りをさせていただいた上での答弁とな

りますが、応能（所得割）、応益（均等割、平等割）のバランスを維持したまま、現在の水
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準で収納額を確保しようとする場合、資産割の減額部分は所得割の税率で調整することにな

りますので、上がる方、下がる方、多くの方に影響が出るものと思われます。 

  最後に、保険税統一の時期は大まかにいつ頃と予想しているのかというご質問ですが、静

岡県国民健康保険運営方針案では、保険料水準の考え方について、医療費適正化の取り組み、

保険料算定方式の統一の取り組み、収納率向上の取り組み、赤字繰り入れの解消、削減の取

り組みなどを段階的に行い、保険料水準の統一を目指すこととしておりますが、統一の目標

時期の設定に当たっては、制度移行後の市町の運営状況や全国的な状況などを踏まえ、平成

32年度までに県と市町との協議を行うこととしており、具体的な統一の時期は未定でありま

す。 

  私のほうからは以上でございます。 

○議長（竹内清二君） ２番 進士濱美君。 

○２番（進士濱美君） 質問２項目のうち、先に国保関係から再度質問いたします。 

  これ制度的に種々問題がある制度ということは聞いておりますが、例えば資産割を下田市

から撤廃した場合に、どこにしわ寄せがいくかという、結果論として必ずどこかが膨らんで

いくと思うんです。国などの報道によりますと、どうしても所得割にしわ寄せがいき、高所

得者への付加税が高くなっていくという方向があるような気がするんです。 

  この資産割につきましては、従来から大きな問題を抱えておりまして、二重課税という考

え方が依然あるわけです。固定資産税に係る税、保険税も係ってくると、こういう問題が今

日でも引きずっているわけなんですが、下田市の場合に、資産割は現在、保険総額中約

5,700万ぐらいですよね。これが約総税の中で12％、そうしますとこの5,700万分をほかの均

等割とか所得割とかどこかに持っていかなきゃならないですね。それが全額そのまま行くの

か否かという不安があるんですが、国のほうも当然その辺は計算をしておりまして、10年前、

全国の国保会計に支援した金額が約9,000万、直近ではもう既にだんだん減ってきて4,300万、

もっと減らしたいという思惑があるわけです。そうすると、最終的にやっぱり一番言葉の出

しにくい保険者、住民にいくという不安があるんですけれども、その辺をもう半年しかござ

いませんので、きわめて厄介な制度でありまして、私どもの中では理解しがたいところがあ

るんですが、一般住民の方はもっと理解しがたいということがあると思うんです。そんな中

で、あと半年かけて丁寧な説明を、あらゆる機会を使って丁寧な説明をして、資産割がなく

なるとそれのしわ寄せがどの辺にいきますよという部分の心づもりも含めて、ぜひ周知をし

ていってほしいと思うんです。 
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  まだ健康保険については、もう半年以降に大きな変更があるにもかかわらず、なかなか急

に煮詰まってきたような動きがありまして、いまだに決定事項がないと、算定もどうやって

やるかも決まっていないという状況の中で、お聞きする範囲で今日はとめておきますけれど

も、周知の部分につきましては、理解を得るという意味で、ぜひ丁寧な説明をしていただき

たいと思います。 

  それから、もう１点の歴史まちづくり法につきまして、福井市長の下田歴史観、ありがと

うございました。大体、私もそれぐらいだろうと思うんです。私もそういう認識でいたんで

す。全く勉強しなかったものですから、こういう仕事柄、最近かいつまんでちょくちょくと

やるようになったんですよ。その中には郷土史を勉強する会もありますし、開国資料館もご

ざいますし、県のほうも郷土史もあります、図書館にもあります。結構、そういうところに

触れるような時期になりまして、それで何だこれはという思いが、実はこの質問の動機なん

ですよ。 

  例えば１点、防波堤の問題があります。今村伝四郎公の二世のつくった、1854年につくっ

ているわけです。一応、現在では治水対策として考えられておりますが、その前に下田城が

できているわけです、60年前に。その延長としての軍港であろうという考え方が結構あるわ

けです。はっとして私もびっくりしたんですけれども、そういう見方があるのかという新た

な視点が、ちょっとかいつまんだ限りでもそういう驚きが感じている昨今です。 

  かつ、その防波堤というのは、いまだ、私昨日も見に行ってきたんですが、きれいに整備

されているわけですよ。県のほうの河川課、そこが管理しているわけですが、1707年の宝永

の大津波のときに全壊していますよね。1854年のプチャーチンのディアナ号、あのときが全

壊ですよ。２回全壊をしながら、地元の今村氏を中心に引き継ぎながら、下田の漁港の安定

と軍港としての意味合いがどこまでか確認できませんけれども、そういった思いで下田湾が

守られてきたというのは、現在の地味な石積みの防波堤の中に秘められているというのが下

田の歴史なわけです。 

  もうちょっと調べますと、江戸の後期、下田旧町には約120名を超える船大工がいたんで

す。もう一大産業でしたよね。それは全国でも有名な風待ち港であり、漁港の拠点として使

われてきたわけなんですが、それが今はなくなりましたけれども、下田ドックにつながって

いるわけです。３転、４転、５転をして、最終的に下田ドック、澤村さんがやられたあそこ

につながっているというふうに聞いたんですが、澤村さんのドックの以前に、下田には旧町

の船大工が大きな産業、職業が集団としてあったと。その延長として漁業もつながってきた
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という、その辺が私も知らかなったんですが、それが現在、地味な看板１つで武ヶ浜のそこ

に立っています。看板を見逃せば、これが何であるかは、そこに立っていながら気がつく人

はいないでしょう。下田の人でもそういった歴史は気がつかないかもしれません。その延長

として、今村さんがつくった延長として、大浦の御番所ですか、先ほど申された、あれにつ

ながるわけですよ。それも見てみると、もう結構汚れていますけれども、看板１つで、御番

所跡と。それを樋村さんが寄贈されたわけですが、あれもやっぱりほとんど野ざらし状態で、

下田市にとってはあそこは見張り台と同時に樋村さんが療養所として選定したぐらいですか

ら、下田市にとっては絶好の風致、景色のあるところだろうと私も認識をしております。そ

れが現在のまま、壊すに壊されずということで、放置と言わざるを得ないんですけれども、

そういう歴史的な驚くようなものが、有機的に、連携的に表に出てきていない、情報発信が

されていない、もったいないなと思うんです。 

  八幡神社の祭典につきましても、やはり400年を超える歴史があるという話を聞いている

んですが、それから、旧町の通称矢折れの四つ角、矢が通らない、あれも幾つか論がありま

して、ちょっと言い切れないところがあるんですが、一応通称として矢折れの辻として８カ

所残っているんです。あれも表示は一切ないです。あれなどは、まさに旧町下田はそのまま、

よくいう屋根のない博物館であるというおもしろい捉え方をする方もいるわけですよ。私も

非常に感心するんですが、それから、お寺、寺まちですね。発行してあるんですが、その中

には、重要文化財も当然あります。それは個別に守っているわけです。 

  そして、了仙寺の松井さんも今回まちづくりの委員として参加していただいているんです

が、あの人は行動力があるらしくて、ご自分でもう自分の世界をつくり上げているという元

気さがあって関心しているんですけれども、そういう中で、今、課長のほうから説明いただ

いて、私も第１回の説明書をいただきました。それに目を通したところ、説明もそうなんで

すが、やっぱり既存の歴史的建物、それから観光冊子にもあるような、紹介されたような既

存の知識、知見、こういったものを優先でどうも構成されていくような空気があるんです

よ。 

  ところが、趣旨説明の中で申し上げましたが、まちづくり法の根幹というのは、既存の歴

史建造物、ハード物よりも、現在に歴史を抱えて生きて、それからこれからも生かしていく

べき現在の姿をここにぶつけろと、よって大きく膨らんだ歴史のまちの下田が見えてくるん

じゃないかというのを訴えているわけなんですよ。ですから、文科省が入ってきている、農

水省が入ってきている、それで教育委員会も教育長が入っているわけです。編纂室も高橋さ
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んもメンバーに入られていますよね。むしろ、この成功を決めるのは既存の知識のばらつき

のある連携性のない従来の歴史観よりも、いわゆるこれから町に根づいている見えにくい生

きた下田の文化、これをどう掘り起こして、下田の人がいいまちだねという部分をつくれる

か否か、ソフトの部分をどこまで拾い上げるかがこの成否にかかっているんだろうと思うん

です。 

  １つ例を示しますと、三島市の場合は、自他ともに認める宿場町、歴史は相当にスケール

が大きいです。ところが、三島市のまちづくり法、計画認定、昨年暮れに受けたその根幹が

三島楽寿園でもないし、それから三嶋大社でもないんですよ。そうではなくて、一番基礎に

おいているのが水なんですよ。水をもとに町をつくっていこうと。すごい視点をするなと感

心したんですが、結局、三島富士山の伏流水が入って、それを示しているんですが、ああい

う恵まれた水の地形にあって、やはり三島というのは有名な三島大根で発展するわけです。

三島大根だけじゃなく、当然葉野菜だっていっぱい農場があるわけですよね。そういうふう

に広がっていっている地域である。それから、当然アユであり、ウナギであるわけですよ。

皆さんも行くでしょう、三島のウナギ。そういう産業につながっていくと、食につながって

いくと。 

  さらには、東レがありますよね。結構古い企業なんですが、あれも繊維製造企業として……。 

○議長（竹内清二君） ３分前です。 

○２番（進士濱美君） 空気と水のきれいなところという部分で、水を基本に誘致がされたわ

けです。そういう視点を下田市は、じゃ、市長おっしゃいましたけれども、その中でやはり

どこかキーポイントになる従来見つけにくかったキーポイントを下田は持っているはずなん

ですよ、長い歴史の中で。それを下田市民、住民の声の中と日常の行動も入っていただいて、

巻き込んでいくべきだろうと思うんです。 

  この計画のスケジュール表を見ますと、一応の下案を庁舎８名でつくると、その素案をさ

らに審議会にぶつけて、そこで練る、それができ上がるのが来年の７月、これですとほとん

ど完成、行政側の素案になるんですが、その後にパブリックコメントを市民参加として初め

て求めるというスケジュールになっているんです。もうスタートからこれではだめですよ。

スタートからして、捉え切れないと思いますよ。従来やったぼちぼちした観光に何となくで

きたプログラムもしかり、これがやっとつなぎ合わせても、やはりああそうかという紙にな

り切れない、なり得ない、そういう危惧が非常にします。せっかくこういう厳しい状況のま

ちでありながら、その辺に突破口が見出せるいいチャンスだと思うんです。ですから、市長、
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それから教育長、教育長は今回は最前面に立つべきだと思うんですよ、今回の策定につきま

しては。そこが要だと、これ文科省の審議委員会も書いております。それができるか否かと。

その辺を踏まえて、来年７月、私は７月に限定しなくてもいいと思います。１年でも２年で

もかけて、１つの芽が見えるレベルの新しいまちの姿をぜひ市長には見つけていただきたい

と思います。これは、もちろん市長だけの責任ではございませんよね。生きていく住民の責

任です。そういう思いでまちづくり法を捉えていただきたいと思うわけです。 

  ですから、最終的にその辺の時期を急ぐことはないんだろうと思うんですが、最後にその

辺のニュアンス、いかがでしょうか。課長でも市長でも結構ですけれども、お答え願えます

か。 

○議長（竹内清二君） 建設課長。 

○建設課長（白井達哉君） スケジュール感につきましては、７月というのはあくまで素案の

作成ということで、その後のパブリックコメントの予定なんですけれども、今の議員のお話

で、それ以前に市民の方のご意見を聞く場をもっと設けていく必要があるのかなと。当然、

行政のひとりよがりな計画にならないように、今現在も行っています実践会議等で市民の皆

様のご意見等の整合性を図っていかなければいけないと思っておりますし、今のお話、貴重

なご意見として、今後の計画づくりに生かしていきたいと思います。 

○議長（竹内清二君） ２番 進士濱美君。 

○２番（進士濱美君） やっぱり、ぜひ市長のほうにも強いお願いを込めて言いますが、やは

りせっかくのいいチャンスであります。現在の市民活動の形、祭りも含めて、八幡神社祭も

含めてです。これも太鼓台を展示室をつくってはいかがかという声も住民の中にもあります。

こういうのも含めて、国から支援を得られる機会ですから……。 

○議長（竹内清二君） 時間です。時間になります。 

○２番（進士濱美君） 時間ですね。ぜひ、焦らずにお願いしたいと思います。 

  ありがとうございます。 

○議長（竹内清二君） これをもって２番 進士濱美君の一般質問を終わります。 

  次は、質問順位６番。１つ、中学校再編を見越した施設と部活動について。２つ、観光と

まちの創生について。 

  以上２件について、３番 橋本智洋君。 

〔３番 橋本智洋君登壇〕 

○３番（橋本智洋君） ３番、清新会の橋本でございます。 
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  これで３回連続の一般質問最後となります。もう質問する事項が、答弁が出尽くしちゃっ

たかなという感じが否めないんですけれども、またギャラリーの皆さんもいなくなって、野

球でいう消化試合にならないようにしたいなと思いますので、よろしくお願いいたします。 

  議長の通告に従い、順次一般質問をさせていただきます。 

  １、中学校再編を見越した施設と部活動について。２、観光とまちの創生について。 

  まずは、中学校再編を見越した施設と部活動についてお聞きします。 

  屋内運動場について。 

  中学校再編統合後の屋内運動場と下田中学校旧屋内運動場の使用方法について。 

  学校統合の際の、屋内運動場を体育館と言わせていただきます。すみません、言いやすい

ので。体育館建設についてでございますが、前回の全協でも課長が述べておりました。バス

ケットボールの正式なコートが２面とれる体育館、そして旧体育館を剣道、柔道の武道場に

するという方針のようですが、現在の部活動の練習時の使用ですと、男子・女子のバスケッ

ト部で１面、男子・女子のバレー部で１面、要は男女それぞれハーフコート、つまり４分の

１面だけしか使えていないケースがほとんどでございます。仮に新体育館ができた場合、旧

体育館もそのまま活用し、両方とも利用したらいかがでしょうか。新旧両方の体育館があれ

ば、男女バスケット部、男女バレー部で各１面のオールコート、全面で使えます。 

  剣道、柔道の武道場は、予算の関係もございますが、新体育館を２階建てにして、そのと

きは１階につくるか、予算の関係上、教室を改造してつくる、もしくは旧体育館の舞台部分

を改造して武道場にするような形も検討をお願いしたく存じます。 

  やはりコートの半面で練習するのと、全面で練習するのとでは差があります。全面で練習

することにより、技術向上にもつながります。また、バスケット、バレー、いずれにしても、

コートが３面ないし、４面あれば、大きな大会を開くことが可能です。中学生だけではない、

ほかの学校や体育会の合宿にも使用できます。 

  このようなことを念頭に置いて、体育館建設構想の予算、敷地面積等の現在の状況をお聞

かせ願いたく存じます。先ほど、課長おっしゃいましたけれども、もう一度詳しくまた教え

ていただきたいと思います。 

  次に、部活動のあり方に関して。 

  生徒の減少に伴う廃部、休部に関しての前向きな措置についてお聞きします。 

  現在、サッカー部は下田の中学にはありません。実際、休部状態です。これはプレーヤー

が11人と多いこと、生徒数の減少によるものですが、学校単位ではなく、今既存の中学校の
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４校の生徒でチーム下田として部活と認定し、学校として練習の場を提供し、中体連の試合

に出場させるようなことは可能でしょうか。そのほかの項目で学校に部がない活動に関して

も可能でしょうか。 

  ちなみに、磐田市では、陸上部のない学校の生徒に磐田スポーツ部活と言って、磐田の公

立中学10校のうち陸上部がない３校のうち２校で原則、週に５日、練習が可能な生徒が参加

しているようです。中学生のスポーツ活動の機会の充実や教職員の負担の軽減、外部コーチ

の適用、今後の学校統合を見越して、そのような部活のあり方はいかがでしょうか。ちなみ

に、磐田市のこの部活では、東海大会までいっている方もいらっしゃるそうです。そして現

在の顧問の状況を教えていただきたく存じます。 

  次に、大きな項目２番目として、観光とまちの創生について。 

  デスティネーションキャンペーンの体制について。 

  現在の当局の体制と進捗状況についてと取り組む姿勢について。 

  前回の一般質問で取り上げた６月から既に３カ月たっております。６月の答弁でも申し上

げましたが、キャンペーン期間は2019年４月から６月、来年の本番１年前の18年度のプレキ

ャンペーン、そして本番、20年度にアフターキャンペーンと、３カ年の計画ではございます

が、下田ではこの時期、黒船祭、あじさい祭り、きんめ祭りがあります。現在の進捗状況と

取り組みをお聞きしたく存じます。 

  また、先日の南伊豆町議会で岡部町長自ら、南伊豆単独でＪＲに営業に行くと明言してお

りました。これ、周りの市町との兼ね合いで、実際にそのような単独で売り込むようなこと

ができるか定かではございませんが、南伊豆のような形で積極的に売り込んでいくというよ

うな市長のお考えをお教えいただきたく存じます。 

  次に、夏季対策について。 

  白浜地区の夏季対策、安全性、治安の強化に関して。 

  今年も白浜大浜海岸では、ビーチへの飲食のデリバリー行為、レンタルパラソルの法外な

請求等、違法行為が目立っておりました。毎年、白浜のイメージダウンにつながっておりま

す。 

  先日、メディアでは、白浜のことをチャラ浜などと言われ、先ほど申し上げたアルバイト

を使ったビーチへの飲食デリバリーがこの白浜では基本などと、この違法行為を普通に行わ

れている業務として取り上げられておりました。去年は、職員の方々が警察と連携し、現場

に出向き、体を張っての違法行為に対する抑制をしておりました。今年の夏季対策の取り組
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みに関して、前年と変わった点があれば教えてください。 

  また、来年以降で条例改正や警察と連携し、対策を図ることや過疎債や半島振興計画等を

活用したイメージアップ戦略の施策が可能か、どのように考えているかお聞かせ願いたいと

思います。 

  最後に、市庁舎とまちづくり。 

  仮に市庁舎移転が決定した場合の跡地の利用について。 

  仮に市庁舎移転が決定した場合、跡地の利用についてどのようにお考えでしょうか。一般

の来庁される方は、市民保健課、税務課、いわゆる窓口業務の方が大半を占めていると思い

ます。当局は、この窓口業務をコンビニでの対応を検討しておりますが、コンビニ業務だけ

では住民票、印鑑証明の発行業務程度だけにとどまるように思われます。 

  特に、利用者のウエートの高い大半を占める年配者の方々は、コンビニ対応の不安は精神

的に労力がかかり、受け入れができないものと思われます。面倒くさい、難しい、わからな

いといった不安要素があります。恐らく足を運ぶということをためらいます。行政のところ

に足を踏み入れるという行為は、ある意味、精神的な垣根が高いものと思われます。また、

市の窓口業務は、民間の方々にとってはある意味、わからない世界なので、市の職員にお任

せすれば職員がやってくれるという安心感もあります。 

  以上のことを踏まえ、跡地、もしくは文化会館に出張所、分室等の窓口業務の設置を要望

します。 

  並行して、もちろん下田市としての身の丈や下田の市場、マーケットに合った開発が必要

となりますが、どうやってまちづくりをしていくのか。例えば、佐賀県武雄市に見られるよ

うな、ＴＳＵＴＡＹＡとの提携による図書館の設置、スターバックス等の誘致、商工会議所

を移転しての複合施設の設置など、このようにしたいという思いやイメージがないと、やは

り単に市庁舎移転だけでは判断できないものがございます。このような跡地利用をどのよう

に考えているか、お聞かせください。 

  以上、趣旨質問を終わります。 

○議長（竹内清二君） 当局の答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（福井祐輔君） それでは、私、問われている観光とまちの創生についてでございます

が、デスティネーションキャンペーンの体制について、その中で南伊豆町長がＪＲに営業に

行くというふうに言っていると、これについてどう思うかということでありますけれども、
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現在のところ、デスティネーションキャンペーンは、美しい伊豆創造センターの中でやると

いうことになっておりまして、ＪＲでこの目的のために行くというのは、余り周りにとって

好ましいことではないと思うんですけれども、いつも下田は、新年明けてからＪＲ、あるい

はＪＴＢ、あるいは東急エージェンシーとか、そういうところにご挨拶しに行っていますの

で、それを利用して下田のデスティネーションキャンペーンのメインであります黒船祭りと

か、あじさい祭り、きんめ祭り、ちょうど来年はプレデスティネーションキャンペーンの時

期ですけれども、ちょうど６月にフラワー都市交流がございまして、そういうのを利用でき

るように宣伝をしていきたいというふうに考えております。 

  受動的な態勢じゃなくて、能動的にこれはしっかりとやっていって、そのプレ、本番、ア

フター、全てを通じて盛況になるようにしたいし、またリピーターがアフターの後もアフタ

ー、アフター、アフターということで、リピーターが来ていただけるようなものにしていき

たいというふうに考えております。 

  次に、夏季対策についてでございますが、これは８月初旬の私が白浜の大浜にパトロール

に行ったときの話なんですけれども、原田区長の感じでは、若い男女が減っていると、その

かわり家族連れが増えてきたというふうな所見を言っておりました。そして、もう一つは、

大きな仕事が増えたということを言っておりまして、それは簡易テント、簡易テントを捨て

ていく人が多いらしいんです。それの回収と処理、そのための仕事が増えてきたと。そのか

わり、ビーチパラソル、そういうのを使う人が、業者から借りて使う人が減ってきたという

ことも言われておりまして、そのためにいろいろと違法業者とかそういう動きも大分大人し

くなってきているというふうなことを聞いております。 

  また、最近は、特に今年から目につくのは、ナイトプールですね。ナイトプールで若い男

女がそういうところに行くというところで、非常に都会のプールが非常ににぎわっていたと

いうのが非常に特徴だと思います。その背景は、やはり海水浴離れというのがあるんではな

いかと。やっぱり紫外線にさらされることと砂が非常に気持ち悪いということで、小さいと

きから海になじんできていない人たちがどんどん増えてきたということでございまして、こ

れからやはり議員がおっしゃるように、ソフトのイメージの面でソフト、ハードの面で、や

はりこれからイメージアップを図っていかなきゃいけないというふうに考えております。 

  それはやはり客層、いい客層を呼び込むということが非常に大切じゃないかというふうに

思います。また、ライフセーバー等の安全確保についても、しっかりとやっていきたいと、

事故ゼロを目指してやりたいというふうに思っております。 
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  なお、警察も非常に協力的でございまして、その封じ込めにも少しは効果があったんじゃ

ないかと、去年最後の頃、非常に厳しくやりましたので、非常に条例すれすれの線で去年は

やっていただきまして、その効果が私はあらわれていると。そしてまた、去年やっていない

ことを今年は、特に職務質問とかそういうことでやっていただいているということを言って

おりましたので、これからそういう治安を含めて、体で安全を感じられるようなものにして

いきたいというふうに思っております。 

  庁舎の移転に伴います跡地の利用でございますけれども、これは何回も申し上げていると

おりでございまして、経済の活性化に役立つようにいろんなアイデアを皆さんからいただき

まして、そして、それを実現していきたいというふうに考えております。それは、また先ほ

ど申し上げましたように、駅前の開発とかそういうことも絡んで総合的にやはり配置とか役

割とかそういうのを考えなきゃいけないというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（竹内清二君） 教育長。 

○教育長（佐々木文夫君） 私からは部活動のあり方に関しての生徒の減少に伴う廃部、ある

いは休部に関して前向きな措置についてというご質問にお答えさせていただきたいと思いま

す。 

  現在、少子化による生徒数、そしてクラス数、それに伴って教員の数も減少しております。

当然、部活動の数も制限をされてきているのが現状です。学校部活動につきましては、各学

校の先生が顧問をすることが現在のところ絶対条件になっております。それぞれの事故やけ

が等が発生した場合には、顧問及び学校の責任が問われるというような理由からです。 

  したがって、外部指導者のみの部活動指導やクラブチームは部活動として、現在のところ

認められていないというのが現状です。当然、練習試合とか公式戦があるわけですけれども、

この引率も学校の先生の引率ということになっております。 

  あと、個々の能力、あるいは技術の向上につきましては、クラブチームや地域のスポーツ

練習に参加し、活動することは本当によいことだと思いますけれども、問題点として、１．

既存の学校の部活動が成立しなくなる可能性があるということ、２点目として、学校に部活

動が存在しないと中体連には参加できません。先ほど、議員のお話にありました磐田市の陸

上のお話がありましたが、今私が述べたのは団体スポーツということで、水泳や陸上、ある

いは剣道、柔道、個人の競技につきましては、学校の先生の引率ができればこれは現在でも

参加ができます。 
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  なお、サッカーにつきましては、クラブチームに所属すると中体連への参加はできません。

したがいまして、現時点で考えますと、４中学校での部活動の設置は非常に難しいと、とい

うのは、先ほど来から言っている公式戦への出場ができない状態になってきます。ただし、

学校に部活動がありまして、メンバーがそろわないというときには、これは合同チームとい

うことで合同でチームをつくっての参加は可能になります。 

  また、質問の中にありました現在の顧問の状況ということですが、全ての顧問が必ずしも

担当する競技の経験があるかと言えば、全てでは当然ありません。ただ、中学校の部活で必

要となる指導力というのがやはり技術指導だけではなく、中学校の部活動で必要となる生徒

指導等も含めた人間形成にあると考えております。したがいまして、経験の差こそあれ、部

活動の研修等々がございますので、そういうところで技術力等の向上を目指し、先生方には

日々頑張っていただいております。 

  以上、述べさせていただいたことを総合的に考えますと、現状では統合までの期間は、現

在行われている学校の既存の部活動で進めていきたいと思います。 

  最後になりますが、今、静岡県で部活動のあり方ということを非常に重要視しております。

といいますのも、教職員の多忙化とか、部活動指導の中で専門的な形で本当に指導できるか

というと、その辺も含めて、県は今年度中に部活動のガイドラインというのを提示します。

そのガイドラインに従いまして、下田市もその部活動のあり方について、当然、今後検討し

ていくようになろうかと思います。 

  部活動のあり方について、私から説明をさせていただきました。体育館については、また

課長のほうから説明があります。 

  以上です。 

○議長（竹内清二君） 学校教育課長。 

○学校教育課長（土屋 仁君） それでは、私のほうからは、下田中学校の体育館の関係につ

いてご答弁させていただきます。 

  現在の下田中学校の体育館につきましては、面積1,128平方メートルということでござい

まして、現在稲生沢中学校の体育館が1,159平方メートルということで、それに比較しまし

ても下田中学校のほうが狭いというような状況でございます。全員協議会でもご説明させて

いただきましたとおり、中学校につきましては既存の体育館を活用いたしまして、武道場と

いうことで改修いたしまして、あわせて生徒数に見合った体育館を新たに建設しまして、２

つの体育館を併設するということで想定しているところでございます。 
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  新たに２階建ての体育館を建設することによりまして、配置ですとか、敷地が有効活用で

きることも想定されるという部分が非常にあります。しかし、財政的な制限もございまして、

可能な限り経費節減できる方策を考慮したということでございます。 

  今日も大川議員のご質問に答弁させていただいたとおり、現在考えております体育館の想

定事業費でございますけれども、新築で３億6,000万、それから改修で約9,000万、合計で４

億5,000万と想定しているところでございます。仮に、例えば新築の体育館を建てたという

ときに、例えば1,200平米の２階建てで2,400平方メートル、平米単価30万としたところ、恐

らく７億2,000万程度、既存の体育館の解体で3,000万、７億5,000万ほどがかかるのではな

いかなと、すみません、これは単純な計算でございますけれども、それだけ比較しただけで

も、やはり３億ほどの財源が必要になってくるというようなことでございます。 

  しかし、やはりこういった中学校の建設というのはなかなかそうはできないもので、事務

局レベルからしてみれば、非常に２階建てのでかい体育館をつくるというのは非常に魅力的

だなとは思っております。 

  今後、基本計画を策定するに当たりまして、いただきましたご意見を参考に、財源、配置

等を含めまして、良好な教育環境を整備するために検討させていただきたいと思いますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（竹内清二君） 観光交流課長。 

○観光交流課長（佐々木雅昭君） それでは、私のほうからは、観光とまちの創生についての

うち、観光の部分について若干ご答弁させていただきたいと思います。 

  まず、デスティネーションキャンペーンの現在の体制と進捗状況についてご答弁させてい

ただきたいと思いますが、デスティネーションキャンペーンにつきましては、本年６月の一

般質問でもご説明のほうさせていただいておりますけれども、開催年は2019年４月から６月、

前後の2018年、2020年４月から６月に、それぞれプレ、アフターのＤＣを実施することとな

っております。 

  静岡県といたしましては、県全体の組織の下に地域ごとに５つ、この５つというのが、西

部、中東遠、中部、富士、伊豆の５つとなりますけれども、この５つの地域部会と組織いた

しまして、下田市は当然ながら美しい伊豆創造センターが事務局となります伊豆地域部会、

こちらのほうに属しておるということになります。 

  この伊豆地域部会でございますが、これをさらに東海岸部会、西南海岸部会、沼津中伊豆

部会の３つに細分化をしておりまして、現在観光素材の選別等を行っておるところでござい
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ます。伊豆地域部会では、この黒船祭をＤＣのトップ企画の１つとして位置づけておりまし

て、当市の所属します東海岸全体でこれに関連、連動させる形でプロモーションを行ってい

くということは確認しております。これらのことから、黒船祭執行会、企画部会等におきま

しても例年より前倒ししての早めの準備が必要ではないかというふうに考えておるところで

ございます。 

  今後、トップ企画以外の企画につきましても検討していくこととなっておりますけれども、

下田市といたしましては、ご指摘のとおり、あじさい祭り、きんめ祭りを中心に、既存の観

光要素の深度化、ブラッシュアップ、さらなる魅力の充実を図るとともに、新たな観光素材

の発掘にも努めたいと、このように考えておるところでございます。 

  現在も観光協会や旅館組合、さらに観光関連の民間事業者等を巻き込みながら、企画の検

討を行っておるところでございますけれども、今後もこうした連携を密にしながら、ＤＣに

向けた体制を充実させていきたいと、このように考えておるところでございます。 

  次に、２点目の夏季対策についてでございます。 

  白浜大浜海水浴場でございますが、他の市内海水浴場に比べまして、圧倒的な来遊客数を

誇りまして、その海水浴客のさまざまな需要を賄い切れない状況となっているのも事実かと

思います。そのため、不法営業者が集中する海水浴場となっているということも認識をして

おるところでございます。 

  この対策といたしましては、今年度も市の職員のほか、警察、地元区と協力して、注意喚

起のパトロールを実施いたしましたほか、沿岸地域の夏季のみ開店する店舗、こういった店

舗も含めまして、全ての店舗に対しまして、浜地内での営業行為の禁止について啓発活動を

実施するなど努力はしておるんですが、実際苦慮しているところもあるというのが実情でご

ざいます。なかなか有効な対策手段に欠く状況ではございますが、今後も警察、地元区等と

連携を強化して当たっていきたいと、このように考えております。 

  安全性、治安の強化につきましては、本年度は白浜、吉佐美地区におきましては、海水浴

場開設期間は８月27日で終了いたしておりますが、それ以降の占用期間の終了する８月31日

まで安全性確保の観点からライフセーバーのほうを配置いたしました。治安面につきまして

は、下田警察署により夏季期間におきましては、白浜臨時派出所を開設していただき、対策

に当たったところでございます。 

  イメージアップの施策についてということでございますが、ビーチの美しさという面にお

きましては、下田市を代表する海水浴場の１つとして、他の８つの海水浴場とともにＰＲを
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続けてまいりたいと考えておりますが、不法業者対策につきましては、現状では決定的な施

策を確立するというところまで至っておりませんけれども、今後も関係機関との協議ですと

か、先進地の事例研究等、検討を続けてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） 統合政策課長。 

○統合政策課長（黒田幸雄君） 新庁舎の関係でございますけれども、分庁舎及び高齢者のコ

ンビニの内容の件につきまして答弁させていただきます。 

  新庁舎建設に伴う分室等の窓口業務設置の要望についてでございますが、分庁となる支所、

出張所などは運営経費も多額になりまして、専門性の高い相談などについては、再度本庁な

どの担当へ行っていただく必要が出るなど、二度手間となるケースも多く、かえって煩雑に

なるなどの短所がございます。 

  コンビニ交付などに係るご指摘の意図は機械操作に不慣れな年配者への対応をすべきと理

解しておりますが、郵便局の窓口で申請手続を行うと、その場で郵便局職員が市役所に情報

送信して、証明書等が発行できる仕組みなどがございます。そうしたいろいろな手だてを幅

広く検討いたしまして、多種多様な住民ニーズにあった行政サービスの提供ができるように

していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） 一般質問の途中ですが、ここで10分間休憩に入らせていただきたいと

思います。 

午後 ２時１０分休憩 

──────────── 

午後 ２時２０分再開 

○議長（竹内清二君） 休憩を閉じ会議を再開いたします。 

  休憩前に引き続き、一般質問を続けます。 

  ３番 橋本智洋君。 

○３番（橋本智洋君） まず、部活動の件ですが、私の性格上、できない、できないというの

がすごい嫌でございまして、何とかできる方法というのを少しでも模索していただきたいな

と、非常にネガティブにできないと言われるとすごい頭にきますので、できれば、教育長、

その辺前向きに考えていただきたいなと思います。 

  こういう言い方は大変失礼ですけれども、教育者目線とか、やはり教師の目線というより
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も、生徒目線で考えることも大事ではないのかなと思います。並行して、体育館の件もそう

ですけれども、現実、私もその部活を見に行って、４分の１コートずつ、要するに男女のバ

スケット、男女のバレーで使っているというのを目の当たりにして、これじゃちょっと、や

はり賀茂地区は強くならないよなというふうに思うんですよ。その辺もやはり、もう教育長

もご存じだと思いますけれども、何とか少しでも、せめて３面でも確保していただけたらな

と思いますので、ちょっと市長もできれば現場を見ていただいて、その辺ちょっと痛切に思

います。まだ検討段階ということで、昨日も滝内議員が検討というのはやらないということ

だよなということをおっしゃっていましたので、検討イコールやるというような、私も滝内

議員も思っておりますので、その辺ぜひよろしくお願いしたいなと思います。 

  それから、夏季対策に関してなんですけれども、市長のおっしゃることよくわかります。

ただ、現実、パラソル、区でやっていない、要するに違法行為のパラソルは、頭数の人数掛

ける1,000円を取るんですよ。例えばパラソルを立てて、それが５人いたら「１、２、３、

４、５、はい、5,000円ですね」とかとやっちゃうんです。非常にイメージが悪くなってい

ます、年々。 

  夏の総決算ということで、観光協会のほうからも資料をいただいたんですけれども、今回

は非常に15日以降は天候が悪かったということがございます。ただ、前年対比が約10％減、

天候の影響もありますけれども、やはり海水浴の部分、白浜大浜というのが大部分の人数の

ウエートを占めているというのがありますので、本当にイメージアップを何とか図るような、

また、もちろんその区の方々もいらっしゃるんですけれども、市とか県が率先してやってい

かないと、どうしてもそれに及び腰になってしまうところもありますので、ぜひその辺も何

とか夏季対策、もう少しイメージをアップするための、やはりそれにはその違法行為という

のを少しずつでもなくしていくというような対応をしていかなければいけないのかなと思い

ますので、ぜひその辺をお願いしたいなと思います。 

  それから、ＤＣに関して、ＤＣの推進委員会というのが確か立ち上がるなんていうお話を

聞きましたけれども、その辺を含めて、もう一度またどうなっているのか教えていただきた

いなと思います。 

  市庁舎に関しての部分で、やはり前回の一般質問でも言いましたけれども、民意は何でも

いいから早く決めてほしいという意向が強い、やはりそれが一番の優先順位になってしまっ

ている、本来それでいいのかという部分もあるんですが、もう少しその跡地、先ほど課長が

おっしゃっていました跡地利用委員会ですか、こちらのほうを、結果的に私が最後の一般質
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問、答弁があったもので、そういうお話も聞けたので今質問できるんですけれども、これ並

行してもっと早く立ち上げて、こういうものになったよ、こういうものになるよというよう

なことを示していただきたかったなと、今になってこれからやりますというのは、ちょっと

どうなのかなというのはちょっと疑問に思います。またその辺もお話しいただきたいなと思

います。 

  あと、もう一つ、市長が昨日、沢登議員の答弁の中で、稲生沢中学校の跡地に図書館をな

んて言ったんですが、これ私の持論ですけれども、やはり図書館は人が集まるところにある

べきだと、総合庁舎でもなく、まちの中かなと。跡地の利用は、もしここが仮に移転すると

したら、この跡地等も有効利用を考えていただきたいなということを思います。 

  以上です。 

○議長（竹内清二君） 当局の答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（福井祐輔君） 夏季対策の白浜大浜のイメージアップの件でございますけれども、本

当に販売だけじゃなくて、入れ墨の人たちが来るということも大きな問題だと思うんです。

そういう人たちも、家族連れからすればやっぱり威圧感を感じるとか、そういうのもござい

ますので、どうにかしてそういう客層をフィルターにかけられるようなことがないのかとい

うふうなこともこれから考えていかなきゃいけないというふうに思いますし、また違法業者

の取り締まりも今の条例では、もう去年から言っているんですけれども、条例をもう少し厳

しくしなきゃいけないというふうなことを考えているんですけれども、なかなか今の法律体

系では今の条例がぎりぎりの線だというふうなことでございますので、これからやはり警察

の方と、そして市役所の職員と連携をしながら、パトロールを強化するということが必要じ

ゃないかというふうに考えております。 

  稲生沢中学校に図書館という件でございますけれども、それは私が決めたわけじゃなくて、

そういうことも考えられますねというふうなことを言っただけでありまして、これからやは

り、いろいろ検討していかなきゃいけないんじゃないかというふうに思います。ただ、確か

に稲生沢中学校の跡地の体育館が非常に魅力的なところだというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） 教育長。 

○教育長（佐々木文夫君） 先ほどの部活動のあり方についてということで、本当に私たちも

思い切ったことは当然考えて、橋本議員さんが言われたような内容でも当然考えるわけです
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けれども、ただ、義務教育については、ご存じだと思いますけれども、学習指導要領という

のがありまして、これは国の決めた方針の中で、部活動についても教育課程の一環として非

常に重要であるということで、文科省のほうからも部活動については推進しております。し

たがって、やはりそこにはルールというのがありまして、そのルールを逸脱することができ

ないと、本当思い切ったことをしたいわけですけれども、例えば私立の学校には、その学校

の独自の教育課程等がありまして、部活動についても本当に中学生と高校生が一緒に練習を

やって、しかも毎日、土日も含めて練習をしているということで、かなり力をつけている、

そういう学校もたくさんあります。ただ、公立学校の場合には、申しわけないんですけれど

も、その殻を破るというのは、本当にだらしないと言われればだらしないのかもしれません

けれども、ただ私たちは教育者として、やっぱりルールは守っていかなければならないとい

うふうに考えております。 

  極力、子供たちのことを考えてと、その通りだと思います。また、そんな方向で少しでも

いい方法で、先ほど言った静岡県でもガイドラインは出すと、これは県で出すということは、

国の指導のもとにガイドラインを出すわけで、その内容に盛り込まれているのが、すみませ

ん、まだはっきりとわかっていませんけれども、そういう枠を外してできるようになるとい

いのかなということで考えております。 

  以上で私からの答弁を終わらせていただきます。以上です。 

○議長（竹内清二君） 観光交流課長。 

○観光交流課長（佐々木雅昭君） 推進委員会の関係でございますが、これは市内の推進委員

会という理解でご答弁させていただきたいと思うんですが、先ほども答弁申し上げましたと

おり、現在は地域部会ごとの企画出しが中心の状態となっております。それから市内で推進

委員会を組織して、それぞれの企画の商品企画のブラッシュアップというような形のものを

行っていくことになろうかと思います。当然、そこの推進委員会には、ＪＲの方にもおいで

いただいて、商品展開のご助言をいただくといったようなことになろうかと思いますが、い

ずれにしても、今後のスケジュールの中、これからということになっております。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） 統合政策課長。 

○統合政策課長（黒田幸雄君） 公有財産の有効活用検討委員会のほうがもっと早く動き出し

て、市役所の跡地利用について皆様に早めにご披露できる形がよかったんではないかと、遅

きに失しているんではないかというようなご指摘かと思いますが、ここが跡地になるかどう
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かということもはっきりとしていなかった中で、それでも29年の６月からやり始めたという

のは、そのほかにも中学の再編も方向性が出てきて、跡地がさまざま出てくると。先行して

ここだけのことを考えた場合、相互に齟齬が生じてしまったりですとか、もっとこっちにこ

の施設を考えたほうがよかったよねというようなこともあるのではないかということで、今

の段階になっております。また言い訳かというふうなお話になるかもしれませんが、遅くな

ったというのはそういったこともございますので、ご理解いただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（竹内清二君） ３番 橋本智洋君。 

○３番（橋本智洋君） 今、統合政策課長がおっしゃいました、もっともっといわゆる検討と

いう余地があったのではないかなと私は思うんです。いろんなその案が出てもよかったので

はないかなと、それがいわゆる検討になると思うんですけれども。今は後の祭りになってし

まいますけれども、移転するかしないかわからないとおっしゃいましたけれども、その辺、

早急にそのイメージというのを出していただきたいなと、いろんな案を出していただきたい

なと思いますので、よろしくお願いします。 

  あと、もう一点、先般、ご承知のように、産業厚生常任委員会の協議会を開いたときに、

やはりそのＤＣの話も出ました。やはりそのほかの港まちづくりの話も、先ほど大川議員も

おっしゃっていましたが、市が何もしてくれないというようなことが伊豆新聞にも掲載され

ました。本当、その辺、我々も含めてやはり民意を、民間の意見というのを大事に、やはり

それをちゃんと聞いて対応していかなければいけないんではないかなと思いますので、当局

の皆さんもぜひ民間の意見というのをしっかり聞いて、一緒に頑張っていきたいと思います。 

  以上、要望で終わります。 

○議長（竹内清二君） これをもって３番 橋本智洋君の一般質問を終わります。 

  ──────────────────────────────────────────────   

○議長（竹内清二君） 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

  これをもって散会いたします。 

  明日、本会議を午前10時より開催いたしますので、ご参集のほどよろしくお願いします。 

  なお、各派代表者会議を午後２時45分より第１委員会室で開催いたしますので、代表者の

方はご参集願います。 

  お疲れさまでございました。 

午後 ２時２８分散会 


